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1―調査目的 
人口減少、税財政等の課題といったマクロ面からの課題や、見通し等も踏まえつつ、我が国の持続的成

長の実現を図る上での住宅のあり方の検討のために、今、土地・住宅税制のあり方を見直すことは喫緊の

重要検討課題である。 

既存の土地・住宅税制の多くはかつての人口成長及び高度成長期を起源とし、宅地供給、住宅需要の

創出を目的として講じられてきたものであるが、現状は少子高齢化による本格的な人口減少社会の到来、

大都市と地方の地域差の偏在等に直面しており、当時とは大きく異なる状況下に置かれている。 

少子高齢化が一段と進む中で、若いファミリー世帯は今後の消費高齢化対策上、特に重点的に支援を

行うべき対象であることから、新築はもとより、新築には手が届きにくい世帯の需要に向けた既存住宅市場

の整備が重要と考えられ、住宅取得促進策として重要な住宅ローン減税の拡充は重要課題である。 

また、要請される省エネ基準の高まりとともに、既存住宅の省エネ改修費用は、気候変動対策に参加し

ようとする既存住宅取得者に大きな予算制約を与えている。新築住宅については ZEH や低炭素住宅など、

大手及び中堅ハウスメーカーを中心に一定の対応が整いつつあるが、既存住宅市場においては、従来の

支援策の枠組みでは 2050 年にカーボンニュートラルを目指す政府の気候変動対策の一環としては十分と

は言えないのではないか。 

少子高齢化とともに、空家・空地の増加は顕著である。人口減少下においては、土地利用のあり方や土

地・住宅税制の観点から、新たな対応策を講じることは急務と考えられる。具体的には、空家・空地につい

ては、売主側の対応を促す措置のみならず、空家や空地を活用しようとする買主側に対し不利益にならな

い措置を講じることも重要ではないか。このためには、大都市と地方の地域差の偏在や各住宅・土地市場

における需給関係、立地特性や環境を踏まえた、一律ではなく、きめ細やかな対応の必要がある。 

 以上から、本調査では、短期的及び中期的に、現状と今後を踏まえた、土地・住宅税制のあり方を調

査し、政策提言等を行うことを目的とする。 

 

2―調査内容 

（１）短期的な課題 
① 令和 6 年度税制改正によって、新築向けの住宅ローン減税の子育て支援税制が令和 6 年限りとなっ

たことから、現状維持に向けた検討、及び今後の拡充に向けた検討を行う。 

② 既存住宅に対する住宅ローン減税、その他の住宅税制や租税特別措置の維持に向けた検討、及び

今後の拡充に向けた検討を行う。 

（２）中期的な課題︓ 

①社会経済変化や日銀金融緩和策の変更などを受けた今後のローン減税制度のあり方の検討。 

②子育て支援や空家対策、気候変動対策などを念頭に置いた、既存住宅政策の税制面からのあり方の

検討。既存住宅の省エネ改修、リフォーム、リフォーム・リノベ一体型税制等支援策の見直しと拡充に

向けた検討を含む。 

③空家・空地問題に向けた「非宅地化」を含めた利活用支援に資する税制のあり方等の検討。 
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④持家に対する税制全般における課題検討。 

（３） 経過報告及び報告書、提言案の検討 

住宅ローン減税や空家・空地関連税制を中心とした土地・住宅税制の改正要望等に向けた資料づくり

や経過報告を行い、最終的に提言素案を含めて報告書とする。 

 

3―調査課題と調査方法 

（１）短期的な課題への対応 

①令和 6 年度税制改正の維持、及び令和 7 年度以降の制度拡充に向けて、最新の社会経済情勢や不

動産市場、住宅金融市場等の現状把握を把握する。 

②住宅ローン減税による税費用の推移、住宅ローン減税の制度変更に伴う持家取得者の負担の変化な

ど把握する。 

③諸外国の住宅取得時における税制等による支援措置との比較を行う。 

（調査方法） 
①社会経済や不動産市場、住宅金融市場を示すデータの取得及び図表の作成。 

②国税庁データ等に基づきローン減税税費用がどのように推移しているのかを確認する。過去 10～15

年程度における住宅ローン減税の限度や控除率等の変遷に基づき、モデル住宅・世帯における負担

の変化を試算する。 

③既存文献やウェブ検索等に基づき、米英独仏等の住宅取得時における税制等による支援制度を調

査し、わが国と比較する。 

④学識経験者や有識者等へのヒアリングを実施するにあたり、以上を資料化し、住宅ローン減税のあり

方について意見をいただく際の検討材料にしてもらう。 

（２）中期的な課題への対応 

①諸外国における子育て支援策や空家対策、気候変動関連政策等、税制を中心とした住宅取得に係

る制度を調査し、わが国制度と比較検討する。 

②空家・空地の「非宅地化」等、地域差を含めた利活用支援の現状と実態、課題と対応策の把握。空

家・空地の利用を促すのに有効と考えられる売主側・買主（利用者）側双方に対する土地・住宅税制

等のあり方を調査する。ただし、非宅地化を目指す場合には過疎地域自立促進特別措置法における

税制特例や事業内容に応じてその他の税制特例措置を活用できる場合もあり、併せて調査する。 

③持家における現行の土地・住宅税制、具体的には新築住宅の固定資産税 2 分の 1 特例や登録免許

税、不動産取得税の特例措置などの意義や必要性について、今後の特例措置の特例の継続や恒久

化を念頭においた調査を行う。 

（調査方法） 
①既存文献やウェブ検索等に基づき米英独仏等の税制等による支援制度を調査し、わが国と比較する。 

②全宅連による令和５年３月「空家・空地等の活用促進のための政策研究報告書」やその他同様な既往

調査、文献、ウェブ情報のレビューを行う。様々な空家タイプの非宅地化を含めた活用方法に向けた
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土地・住宅税制等のあり方を体系的に整理する。 

③各種税制資料や文献、ウェブ検索を実施する。 

④以上の調査結果に基づき論点や参考資料を作成し、学識経験者や有識者、実務経験者等へのヒアリ

ングを実施する。 

（３）ヒアリングの実施 

本調査の中心は、上記（1）及び（2）の通り、学識経験者や有識者、実務経験者等へのヒアリングに基

づくものであるため、ヒアリング候補の選定については、全宅連事務局とともに事前に幅広く検討した上

で、次の 6 名にお願いした（リモート及び対面）。 

ヒアリングは、基本的に上記(1)及び(2)において論点及び資料を作成した上で、意見を求めて質疑

応答する方式をとったが、倉橋先生及び吉原先生には、専門分野を中心にお話いただき、質疑応答を

行った。 

  （50 音順） 

○岩﨑 政明 先生、明治大学、専門職大学院、法務研究科、専任教授 

○倉橋 透 先生、獨協大学経済学部教授、学部長 

○佐藤 主光 先生、一橋大学、経済学部長、経済学研究科教授、経済学部教授、国際・公共政策

研究部教授 

○鈴木 雅智 先生、横浜市立大学、データサイエンス学部 准教授 

○中川 雅之 先生、日本大学経済学部教授（全宅連空家空地研究会座長） 

○吉原 祥子 先生、公益財団法人東京財団政策研究所、研究員・研究部門主任 

 

（４）調査のまとめ、提言方向性の検討 

上記（３）に基づいて、ヒアリング調査に基づく提言の方向をまとめた。 
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中短期的及び長期的な土地・税制改正に備えて認識を新たにすること及び、後段のヒアリングに際して、

有識者に事前に情報として提示しておくことを目的に、国際比較を含め、社会経済、土地・住宅市場、住

宅金融市場の動向、住宅取得促進制度等土地・住宅税制改正、空き家の動向について、以下のように整

理し、参考資料を準備した。 

 

1―社会経済の動向 
1｜人口・世帯の動向 

日本の人口は 2011 年から減少し、令和 4 年の総務省統計局の住民基本台帳人口（2022 年 11 月 1 日

時点）の総人口は 1 億 2,485 万人である。米国の人口は増加を続けており、最新センサスによると、2021 年

7 月 1 日時点の総人口は 3 億 3,189 万 4 千人。英国、フランスの人口は増加傾向。ドイツは 1990 年に東

西ドイツ統合があり、東西ドイツ合計で人口値が上方にシフトし、その後は人口は微増、横ばいで推移。 

一方、日本の世帯数は、米国ほどではないが、未だ英独仏よりもやや高めの伸び率で増加。 
 

図表 1-1 各国の人口の推移 

 
（資料） United Nations World Population Prospects 2022  

 

図表 1-2 各国の世帯数の推移 

 
（資料）日本 総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査」、米国 United State Census, Historical Households 

Tables、英国 Office for National Statistics, Families and households、ドイツ Statistisches Bundesamt , Households and 

families、フランス Insee, Population censuses （大都市圏）   
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2｜人口高齢化率の推移 
人口の高齢化は現状及び今後においても、欧米諸国と比べて非常に懸念される状況にある。 

 

（資料）内閣府「高齢社会白書」令和 4 年度版より抜粋。原典は、UN, World Population Prospects, 2019 revision より作成。日本は

2020 年までは総務省「国勢調査」、2025 年以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来人口推計」（平成 29 年度推計

の出生中位・死亡中位仮定による推計結果による。 

 

3｜合計特殊出生率の長期的推移 
日本の合計特殊出生率は長期的にみて低下を続け、米英独仏が 1.5 を超える水準にあるのと比べ、1.3

程度の水準。フランスは 90 年代中頃から徐々に回復し、2010 年には 2.02 と、2.0 を超えた経緯がある。そ

の後は低下傾向にあるが、日米英独仏 5 カ国中ではフランスが最も高い水準を維持。ドイツの出生率は近

年徐々に上昇基調にある。 

 

（資料）OECD Data, Fertility rates より作成。 
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4｜各国の実質賃金の動向 
各国の世帯年収各国の実質賃金の推移をみると、日本は、5 カ国中、最も低位で推移している。コロナ

禍の影響が 2019～20 年にみられるが、ドイツの実質賃金は 2012 年以降着実に上昇し、米国は 2019 年

以降、急上昇した。 

 

（資料） OECD データによる。 

 

2―土地・住宅市場の動向 
 

1｜住宅総戸数と総世帯数、住宅総戸数の各国比較 
日本の住宅総戸数数は 2018 年住宅土地・統計調査によると約 6,241 万戸、総世帯数は約 5,400 万世帯であ

る。この総世帯数は、国勢調査によるもので、図表 1-2 の住民基本台帳による世帯数とは調査方法が異なるた

め、数値は一致しない。後者の方が多めになるのは、調査時点において、高齢者や学生などの住民票移動が

遅れたり、行われていなかったりすることが大きいと言われている。 

米国の住宅総戸数は 1 億 4,213 万戸、ドイツ 4,166 万戸、フランス 3,706 万戸、英国 2,955 万戸である。CA

州の面積は米国州の中ではアラスカ州、テキサス州に次いで広いが、人口と住宅総戸数は最も多い。 

 

図表 2-1 住宅ストック市場の主要国比較 

 
（資料）総務省統計局「平成 30 年住宅・土地統計調査｣、米国商務省センサス局「2021 American Housing Survey」、英国住宅・コミュ

ニティ・地方自治省、フランス環境・持続可能開発・エネルギー省「Compte du logement」、ドイツ統計局「Bauen und Wohnen-

Wohnsituation」 
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2｜建築時期別住宅ストック数及び比率 
日本で 1950 年以前に建築された住宅割合は 2.5％である（不詳を加えても 11.3％）。米国は 1949 年以

前で 16.9％、英国（イングランド）は 1944 年以前で 34.9％、フランスは 1948 年以前で 26.8％、ドイツは

1948 年以前で 25.2％である。日本の住宅ストックは、欧米各国よりも比較的新しいことが特徴である。 
 

図表 2-2 各国の建築時期別住宅ストック 

 
（資料）総務省統計局「平成 30 年住宅・土地統計調査｣、米国商務省センサス局「2021 American Housing Survey」、英国住宅・コミュ

ニティ・地方自治省、フランス環境・持続可能開発・エネルギー省「Compte du logement」、ドイツ統計局「Bauen und Wohnen-

Wohnsituation」 

 

3｜持家率 
持家率は、日本が 61.2％、米国は 65.5％、英国は 65.0％、フランスは 61.1％とほぼ同水準にあるが、借

家国と言われるドイツは 46.5％と低めである。 

図表 2-3 各国の持家率 

 
（資料） 日本 総務省統計局「平成 30 年住宅・土地統計調査｣、米国 Housing Vacancies and Homeownership (CPS/HVS) 、 英国 

English Housing Survey, フランス Housing 2019、ドイツ Households in owner-occupied property or in rented dwellings, by 

household structure in dwelling unit, 2018 
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4｜空き家率 
日本の空き家率は 14.1％、米国は 9.6％、英国（イングランド）は 2.6％、フランスは 18.1％、ドイツは

8.2％である。英国は需給がタイトであることを反映して、他国と比べて空き家率が低い。 

日本及び米国、ドイツの空家率は総住戸数から総居住者あり住戸数や季節住宅を引いた広義の空家

率。フランスの空家率はセンサスによるが、季節住宅を除くと 8.3％まで低下する。フロリダ（FL）州も季節住

宅が多いことが、空家率が高い一因。英国の空家率は調査員の訪問住宅サンプルによる推定値である。 

図表 2-4 各国の持家率 

 
（資料）総務省統計局「平成 30 年住宅・土地統計調査｣、米国商務省センサス局「2021 American Housing Survey」、英国住宅・コミュ

ニティ・地方自治省、フランス環境・持続可能開発・エネルギー省「Compte du logement」、ドイツ統計局「Bauen und Wohnen-

Wohnsituation」 

5｜新設住宅戸数の推移 
日本の新設住宅戸数は漸減傾向にあるが、2021 年は 85.6 万戸と前年よりも微増した。米国の新設住宅

戸数は金融危機後に大きく減少したが、2010 年以降は回復基調にあり、2021 年は約 160 万戸である。 

フランス(38.9 万戸、ドイツ(32.8 万戸、認可戸数)、英国(20.6 万戸)と比較して日米の新設住宅戸数は多

い。米国の新設住宅戸数が多く見えるが、次頁のとおり、人口 1 万人あたりの戸数では日本が最も多く、フ

ランス、米国という順になる。 

図表 2-5  各国の新設住宅戸数の推移（賃貸住宅を含む） 

 
（注）  ドイツは新設許可戸数。英国の 2020 年、2021 年は年度データ。 

（資料）日本 国土交通省「住宅着工統計」 時系列表 利用関係別年次 【住宅】利用関係別 時系列、 米国 United State 

Census, Housing Units Started、英国 Office for National Statistics,  House building, UK: permanent dwellings 

started and completed、 フランス INSEE, Number of housing starts - Total – France、ドイツ Federal Statistical 

Office, Construction work completed in structural engineering 
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6｜各国人口 1万人当たり新設住宅戸数の推移 
人口 1 万人あたりの新設住宅戸数を比較すると、日本は 68 戸、フランス 57 戸、米国 48 戸、ドイツ 39

戸、英国 31 戸となる。日本の人口当たり新設住宅戸数は米国やフランスよりも多く、英・ドイツの倍以上だ

が、英・ドイツ・フランスは住宅供給の不足が指摘されている。 

日本の新設住宅戸数が多い理由は、米英独仏と比べて全般に湿潤な日本の気候や低基礎による古い

木軸系戸建住宅の建て替え、賃貸住宅における償却メリットを得るための更新が未だ多いこと。郊外等に

おけるかつての戸建分譲住宅開発や団地の更新需要、急速な市街地再開発、米国の一部を除けば他国

にはない地震災害への対応などが要因と考えられる。 
  

図表 2-6  人口 1万人あたり新設住宅着工の推移 

 
（注）  ドイツは新設許可戸数。 

（資料） 図表 2-10 に同じ。 

 

7｜各国人口 1万人当たり新設住宅戸数の推移 
日本では住宅着工は今後縮小していくと言われているが、米英独仏の住宅着工は長期的にみて、必ず

しも減少しているわけではない。近年では日本を除く各国はむしろ住宅不足の状態にあり、新築住宅供給

に向けた対策を講じている。フランスは 90 年代半ばから、ドイツは 2009 年頃から増加傾向にあるし、フラン

スやドイツでは子ども政策を考慮した住宅政策が採られている。英国は住宅建設を促進できなかった反省

に基づき、新築の回復に力を入れている。 

図表 2-7  日米英独仏における長期的な住宅建設の動向 

 
（資料） 各国住宅着工統計に基づく。ドイツのみ建設認可済み住宅。 

 

日本, 68 

米国, 48 

英国, 31 
ドイツ, 39 

フランス, 57 

0

20

40

60

80

100

120

2000 2005 2010 2015 2021

日本 米国 英国 ドイツ フランス

（戸)

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

2,500,000

3,000,000

19
60

19
61

19
62

19
63

19
64

19
65

19
66

19
67

19
68

19
69

19
70

19
71

19
72

19
73

19
74

19
75

19
76

19
77

19
78

19
79

19
80

19
81

19
82

19
83

19
84

19
85

19
86

19
87

19
88

19
89

19
90

19
91

19
92

19
93

19
94

19
95

19
96

19
97

19
98

19
99

20
00

20
01

20
02

20
03

20
04

20
05

20
06

20
07

20
08

20
09

20
10

20
11

20
12

20
13

20
14

20
15

20
16

20
17

20
18

20
19

20
20

20
21

20
22

アメリカ住宅着工戸数（左軸） 日本住宅着工戸数（左軸） イギリス住宅着工戸数（右軸）
フランス住宅着工戸数（右軸） ドイツ住宅認可戸数（右軸）



 

 15 

8｜新設住宅着工戸数と合計特殊出生率の推移 
図表 2-8①： 1993～94 年にフランスの合計特殊出生率は 1.66 まで落ち込んだが、その後、子ども・子

育て支援を拡充し、2010 年には 2.02 まで回復した。OECD によると、子ども・子育て支援予算は 2017 年

時点で GDP の 3.6％に達する。日本は同時期に 1.79％で、OECD 平均の 2.37％を下回る。フランスでは、

大規模な予算の投入に加え、週労働 35 時間制や事実婚も婚姻と同様に社会保障を受けられるなど、様々

な対策が講じられた。家賃補助制度は世帯人員が考慮されるし、住宅援助はすべての所得階層を対象と

するユニバーサルな政策が伝統的にとられてきた。合計特殊出生率と住宅着工との関係をみると、景気を

通じての因果関係など様々な要因もあるが、子ども・子育て政策による着実な人口増、需要増が新築住宅

供給にも一定程度影響した様子がうかがわれる。 

同上②:  ドイツの出生率は、2001 年以降、概ね上昇基調にある。フランス同様に景気との因果関係な

ど、様々な要因が考えられるが、住宅建設認可戸数も同様に上昇基調にある。ドイツの住宅政策では、賃

貸(家賃補助)や持家(住宅ローン負担)の双方を援助する住宅手当制度がある他、住宅取得時の子ども数

を考慮して援助する持家子ども手当制度(Baukindergeld)が 2018~2021 年に導入された経緯がある。この間、

いったん下がった住宅認可戸数や出生率は上昇に転じている。子ども 1 人につき 1,200 ユーロを 10 年間

援助する制度だが、子ども数により援助額は増える。3 人だと 10 年間で最大 36,000 ユーロが援助額とな

る。その他、3 年間の育児休暇の権利、育児期間 3 年間の社会保証費の免除、出生から 18 歳まで支給さ

れる児童手当など、後述の住宅取得促進策を含め、子ども対策は手厚い。 

同上③： 日本は合計特殊出生率も住宅着工も右肩下がりの傾向にある。ようやく子ども対策の充実が

図られつつあるが、独仏同様に、住宅取得・確保の観点からの政策対応は引き続き重要と考えられる。 

米国及び英国については、子どもを増やすことを念頭に置いた明示的な住宅政策はない。世帯人員等

が考慮された家賃補助制度はあるが、セーフティネット策(米国)、社会保障制度(英国)の一環である。合計

特殊出生率と住宅着工との関係もない。日独仏とは違い、両国には移民等による人口・世帯増があり、人

口高齢化率は現状で 20％未満である。      

図表 2-8  新設住宅着工戸数と合計特殊出生率の推移（日本とフランス、ドイツの比較） 

 

（資料）図表 2-4、図表 3-5 から作成。 
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9｜既存住宅取引戸数の推移 
(1) 日英独仏の比較 
日本の既存住宅取引戸数は、①住宅・土地統計調査に基づく個人間売買に限定した国交省推計は一

戸建て・共同建て合わせて約 16 万戸、同じく②国交省が既存住宅販売量指数の作成のために、個人間

売買に別荘、セカンドハウス、投資用物件等を含めた推計では約 30 万戸である。③FRK の推計値は、移

転登記に基づいたもの、④首都圏の既存住宅取引戸数はレインズデータに基づいている。 

フランスの住宅取引戸数は徐々に増加基調で 2021 年では 111.7 万戸。英国は住宅供給不足のため新

築に政府支援が回る一方、既存住宅価格が上昇を続けてきたことから、2014 年以降は低迷し 2020 年では

75 万戸となった。ドイツの既存住宅取引戸数は、AK OGA（連邦上級不動産鑑定委員会）が公表した推定

値に基づく試算では、2010 年以来、ほぼ 40 万戸から 55 万戸の取引が行われている。 
 

図表 2-9 日本及び英米独仏の住宅取引の動向 

 
（資料）日本は総務省「平成 30 年度 住宅・土地統計調査」に基づく国交省推計、国土交通省「既存住宅販売量指数」、英国は土地登記デー

タ、フランスは公証人データ、ドイツは AK OGA 連邦上級不動産鑑定委員会データに基づく推定値である。FRK 推計は、「既存住宅流通量

の地域別推計について」による。レインズは「首都圏不動産流通市場の動向（2020 年）」による。 

（注）わが国における既存住宅流通量を示すデータの違いと範囲 

わが国の既存住宅流通量については、従来、住宅・土地統計調査に基づく個人間取引量約 16 万戸が用いられてきたが、FRK は実態に即

していないとして、独自に移転登記情報に基づき、取引量を推計している。既存住宅取引情報の透明性を確保するためにレインズが設けられ、

2018 年 5 月から全国版が公表され出したが、一般媒介契約には届け出義務がないため、既存住宅取引の全体像は把握できない。これらに対

し、国交省は既存住宅販売量指数を作成し、2022 年 3 月 31 日から公表を開始した。 

既存住宅販売量指数は、住宅・土地統計調査による取引量に、別荘やセカンドハウス、事務所、倉庫、投資用物件等を加えたものである。し

かし、米国等の既存住宅取引量と比較するためには、法人取得の住宅などを含めた移転登記 (非住宅を除く)に基づく FRK 既存住宅流通量

推計値が最も適切と考えられる。 

 

（資料）令和 2 年 2 月 21 日付け、土地・建設産業局不動産市場整備課作成「第 2 回不動産
市場のマクロ・ミクロ的な分析向上に向けた研究会」資料 P.8 から転載。 
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(2) 米国の既存住宅取引動向 
米国の住宅取引戸数は、新築及び既存住宅の双方において、金融危機後に落ち込んでいたが、その

後は 2010 年頃からほぼ右肩上がりに増え、2021 年の実績で 6,132 万戸の水準にある。なお、2022 年時

点では、コロナ禍の影響というよりも、住宅ローン金利の上昇によって、需要の低迷が生じたという。 

 

図表 2-10 米国の住宅取引戸数の推移 

 
（資料）米国 米住宅建築業者協会（NAHB）公表データ、New and Existing Home Sales, U.S. 

 
10｜既存住宅取引比率の比較 

各国の既存住宅取引比率を比較した。日本の既存住宅取引戸数については、総務省の住宅・土地統

計調査に基づく国交省推計による 16 万戸 (2018 年、個人間売買件数)及び移転登記統計を用いて新た

に国交省の既存住宅販売量指数の元となる取引戸数 30.4 万戸 (2021 年、個人間売買、別荘や投資物件

等を含む)、FRK が推計した 60.4 万戸 (2020 年)を用いた。 

また、参考として首都圏レインズデータに基づく既存住宅取引比率を加えた。各々14.5％、26.2％、

41.0％、15.9％となる。前頁のとおり、国際比較を行う場合は、移転登記に基づく FRK 推計値が最も適切と

判断される。各国は基本的に取引時の移転登記に基づくためである。 

米国は 79.3％（2021 年）、英国は 81.5％（2020 年）、フランスは 74.2％（2021 年）、ドイツは 41.1％（2018

年）である。これらと定義上、比較できるのは、FRK 推定による 60.4 万戸に基づく 41％だが、同水準のドイ

ツを除くと、調査対象国中では最も低い。 
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図表 2-11 各国の既存住宅取引比率 

 
（注） 既存住宅取引率＝（既存戸建住宅取引戸数+既存マンション取引戸数）÷（既存戸建住宅取引戸数+既存マンション取引戸数+新築戸建

住宅着工戸数+新築マンション着工戸数）×100％。日本と米国の新築マンション取引戸数は 新設マンション戸数を用いて計算。  

（資料） 日本、国土交通省「令和３年度 住宅経済関連データ」、総務省「平成 30 年度 住宅・土地統計調査」、国土交通省「住宅着工統計」 

時系列表 利用関係別年次 【住宅】利用関係別 時系列、一般社団法人 不動産流通経営協会 「既存住宅流通量の地域別推計につい

て」、公益財団法人東日本不動産流通機構「首都圏不動産流通市場の動向（2020 年）」、株式会社不動産経済研究所「首都圏マンション

市場動向」、 米国 “United State Census, Historical Data，New Residential Construction to Start," National Association of Realtors，

Existing-Home Sales、 英国 “UK House Price Index，Average price，Average price by property type ，New build and existing resold 

property” 、 フランス “Insee, Volume of transactions of second-hand dwellings over the last 12 months, New Home Construction”、 ド イ

ツ  “Der Gutachterausschüsse in der Bundesrepublik Deutschland, Immobilienmarktbericht Deutschland 2019,” 

http://docs.dpaq.de/15661-04-_2019-12-17-_immobericht_de_2019_gesamt.pdf  

 

 

11｜各国の既存住宅取引に占める共同建住宅の比率 
各国の既存住宅取引に占める共同建住宅の比率をみると、日本は、総務省住宅･土地統計調査による

国交省推計では 50.6％、国交省の既存住宅販売量指数のサンプル数では 49.5％である。ドイツは 43.3％

で日本と同水準にある。一方、対照的に、米国は 11.6％、英国は 9.6％と低い（戸建比率が高い）。 

なお、日本の共同建住宅の比率が、総務省住宅･土地統計調査による国交省推計と国交省の既存住宅

販売量指数の場合であまり変わらないのは、比率を求める際の分母と分子が共に増えるためである。 

 

図表 2-12 各国の既存住宅取引数にみる共同建ての比率 

 
（資料） 図 23-11 に同じ。 

 

（2018）
14.5%

（2021）
26.2%

（2020）
41.0%

（2021）
15.9%

（2021）
79.3%

（2020）
81.5% （2021）

74.2%

（2018）
41.1%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

日本
（総務省推計）

日本
（国交省推計）

日本
（FRK推計）

日本
（首都圏）

米国 英国 フランス ドイツ

日本（住宅・土地統計調査）, 
50.6%

日本（既存住宅販売量指数）, 
49.5%

米国, 11.6%

英国, 9.6%

ドイツ, 43.3%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

2000 2005 2010 2015 2021

日本（住宅・土地統計調査） 日本（既存住宅販売量指数）

米国 英国

ドイツ



 

 19 

12｜各国の住宅価格の動向 
(1) 各国の住宅価格指数の動向（新築価格と既存住宅価格の合成指標） 

OECD が公表している各国の住宅価格指標をみると、各国の住宅価格指数は、2015 年以降においては

いずれも上昇基調である。日本は、1990 年をピークとする地価バブルの崩壊以降、下落を続け、2010 年

頃から横ばい、緩やかな上昇を始めたが、2022 年時点でも、住宅価格指数は 2000 年よりやや低めという

水準にあるものの、着実な上昇に転じたことは重要な変化である。ドイツの住宅価格も長期にわたり横ばい

を続けてきたが、2013 年以降、上昇に転じている。このため各国では、特に都市部における手頃な価格の

住宅（アフォーダブル住宅）の取得が難しくなり、英米独仏では重要な社会的問題として取り扱われ、住宅

アフォーダビリティに対する政策が展開されている。 

  ※住宅価格指数は住宅価格の「水準」を各国間で比較するものではない点に注意。 

OECD の指標は、EUROSTAT の住宅不動産価格指標マニュアルに基づき、一定の方法で新築価格と

既存住宅価格を合成の上、標準化して作成されたものである。 
 

図表 2-13 各国の住宅価格の推移 

 
（資料）OECD，Housing prices Nominal house prices 
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(2) 日本の大都市圏における新築及び中古マンション価格の動向 
わが国においても、首都圏や近畿圏では新築マンションの価格が右肩あがりに上昇する一方、販売戸

数は減少する傾向にある。 

特に首都圏の既存マンション価格は毎年上昇を続けており、住宅需要者の取得能力に懸念が出ている。 

 

図表 2-14 大都市圏の新築・中古マンション価格の動向 

 
（資料） 不動産経済研究所 全国新築分譲マンション市場動向。 

 

（資料） 東日本レインズ 首都圏不動産流通市場の動向 
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13｜各国の新築住宅価格の世帯年収倍率（戸建・共同建）の比較 
日本の新築戸建価格の世帯年収倍率は、2021 年ベースで 7.7 倍である。戸建では、米国の 6.3 倍、フ

ランスの 7.0 倍、ドイツの 6.9 倍よりも高い。なお、フランスでは戸建の平均戸あたり価格が公表されている

が、ドイツは㎡あたりの単価であるため、日本と同じ床面積 124.5 ㎡あたりで換算した。 

 

 

（資料）次の通り。 

 

（注）上記に関する条件等 
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14｜各国の名目 GDP に占める住宅投資の割合 
各国の名目 GDP に占める住宅投資の割合をみると、ドイツが 7.1％と最も高い。続いてフランス 6.5％、

米国 4.8％、英国 4.0％と続き、日本は住宅着工戸数が多いにもかかわらず、5 ヶ国中最も低い 3.8％であ

る。これは図表 2-17 のように、日本の住宅投資に占める住宅リフォーム投資の割合が低いことが大きな理

由と考えられる。既存住宅市場におけるリフォーム投資の促進は引き続き重要な課題である。 
 

図表 2-16 各国の名目 GDP に占める民間住宅投資の割合 

 
（資料） OECD GDP データより作成。 

 

15｜日本及び米英独仏における住宅投資に占める住宅リフォーム投資の割合 
住宅投資に含まれる住宅リフォーム投資の割合は、日本が 27.3％と米国よりもやや低い程度であるが、

英仏独の 53～74％の水準からすると大きな違いとなっている。 
 

図表 2-16 住宅投資に占める住宅リフォーム投資割合の各国比較 

 
（資料）日本：住宅着工統計及び(公財)住宅リフォーム・紛争処理支援センター「住宅リフォームの市場規模 2021 年版」。 米国：商務省センサス

局 “American Housing Survey”および“Value of Private Construction Put in Place”より作成。。英国：Office for National Statistics – Output in the 

construction industry reference tables November 2022 による住宅建設投資額及び Family Spending, Workbook 5 – Housing  Table 2.2, 2022.03

よるリフォーム・リノベ投資額と維持保全支出額を合計。フランスとドイツは EUROCONSTRUCT 2012 年のデータ。 
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3―住宅金融市場の動向 
(1) 利子率の動向 

わが国の主要金利については、いずれも 2022 年以降、明らかな上昇基調にある。フラット３５融資金利

も 2022 年中頃以降、明らかな上昇基調にある 

※フラット 35 の平均融資金利は貸付期間 20 年以上、融資率 90％以下の場合である。 

大手銀行は 2024 年 1 月 31 日、2 月の住宅ローン金利を発表。固定型の 10 年金利を三井住友銀行な

ど 3 行が引き上げた。同行は 10 年固定の最優遇金利を 1 月に比べ 0.05%高い 1.14%に設定、みずほ銀行

は 0.1%高い 1.450%、りそな銀行は 0.14%上げて 1.660%とした。指標となる長期金利の上昇を反映した。短

期金利に連動する変動型の基準金利は大手 5 行とも 2.475%で据え置いた。 

 

図表 3-1 主要金利の長期的推移 

 
（資料） 日銀及び住宅金融支援機構。  

 

図表 3-2 フラット 35融資金利の推移 

 
（資料） 住宅金融支援機構。 
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（参考 1）米国の住宅ローン金利の動向 

 
（資料） National Association of Home Builders, NAHB による DB から作成。平均利子率。 

 
（参考 2）英国の住宅ローン金利の動向 

 
（資料） Bank of England, 約 340 の貸付機関の報告（適用金利）に基づく費用込み実質金利の加重平均。 
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（参考 3）ドイツの住宅ローン金利の動向 

 
（資料）Deutsche Bundesbank MFI Interest rate statistics, Collateralized housing loans to households 

 

（参考 4）フランスの住宅ローン金利の動向 

 

（資料）LA BANQUE DE FRANCE 
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(2) 住宅ストックの所有関係別内訳と住宅ローン 
米国の持家率は 65.4％であるが、そのうち 60.7％（米国オレンジ色の 39.7％部分）が住宅ローンを返済

中である。同じく英国は持家率 67.3％のうち 41.6％（28.0％部分）、フランスは持家率 61.7％のうち 37.4％

(23.1％部分)、ドイツは持家率 43.8％のうち 41.6％が住宅ローンを返済中である。英独仏に比べて 30 年固

定などの長期融資が多い米国における住宅ローン返済中の割合は高めである。 

日本にはストックベースのデータがないが、国交省の「住宅市場動向調査」によると、日本の令和 3 年

（2021 年）における住宅取得資金に占める民間金融機関からの借入は約 7 割（フローベース）である。次図

の借入期間からすると、日本でも住宅ローン返済中の割合は米国同様に高いものと考えられる。 
 

図表 3-3 各国の所有関係別内訳と住宅ローン 

 
 

(3) 住宅ローンの借入期間 
OECD 資料（脚注資料参照）は、加盟国の平均的または典型的な住宅ローン借入期間を調査している。

これによると、棒グラフのデータ記載がなく、正確な数値を把握することはできないが、日本と米国は30年、

英国は 26 年前後、ドイツは 24 年前後、フランスは 22 年前後と読み取れる。日本と米国の貸付期間が 30

年と長めなのは、住宅債権の証券化による 30 年を超す長期の制度融資が米国及び日本では普及してい

ることが一因と考えられる。 
 

図表 3-4 OECD加盟国における平均的又は典型的な住宅ローン借入期間 

 
（資料）OECD Economics Department Working Papers No. 1693 “Mortgage Finance Across OECD Countries” 2021 年 12 月 
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4―住宅取得時における住宅取得支援制度の各国比較 
 

ここでは、日本の住宅ローン減税の今後のあり方を考える上で、2023 年 3 月時点における住宅取得促

進税制等による取得時の負担軽減効果を、制度による援助総額の「現在価値」を用いて英米独仏各国と

比較した。各国の住宅取得促進制度は、取得時の割引きや補助金の場合は単年度であるが、ローン減税

や利子所得控除、0％融資制度の場合は複数年度にまたがる援助措置になるためである。 

制度の概要は、米国の利子所得控除制度を除くと、英国は住宅価格の割引制度、ドイツは補助金及び

金利 0％融資の民間との併せ貸し制度、フランスは金利 0％融資の民間との併せ貸しによるものであり、必

ずしも税制によるものではない（図表 5-1 参照）。 

制度の比較及び援助総額の「現在価値」を用いた比較を行った結果（図表 5-2）、各国は住宅価格の上

昇による住宅アフォーダビリティ問題を解決すべく充実した援助制度を設けているのに対し、日本のローン

減税制度の現状は、他国と比べて見劣りしている様子が分かった。 

米国の住宅ローン利子控除制度（MID）は、夫婦共同申告の場合において、住宅ローン残高が 75 万ド

ルまでの利子を控除することができる恒久制度である。日本のローン減税のような 10 年間や 13 年間という

条件はなく、住宅ローンの残高がある限り、利子を控除し続けることができる。したがって、10 年間よりも 20

年間控除した方が、現在価値では援助額が増える。 

英国では、かつての住宅取得促進税制は廃止されており、その後は政権交代のたびに、住宅取得が難

しい世帯やその時点の政策対象向けの代替的住宅促進制度が設けられている。英国の住宅一次取得者

に対する 30％割引制度はその一環である。その他にも、英国では、新築住宅に対する付加価値税にはゼ

ロ税率が適用されている点に留意する必要がある。 

ドイツにもかつては連邦政府による住宅ローン利子所得控除制度やローン減税、住宅取得のための補

助金制度があったが既に廃止され、現状、持家取得については、連邦政府と州政府、地方自治体の連携

による取得のための補助金制度や金利 0％融資の民間との併せ貸し制度が運用されている。 

フランスにも住宅ローン減税制度があったが廃止され、現在はドイツと同様に 0％融資制度が持ち家の

取得促進制度の中心である。0％融資制度は、融資銀行に対して法人税額控除を行うことによって運用さ

れており、消費者にとっては 0％金利の融資制度であっても、実態は税額控除制度の変形とも言える。 
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図表 5-1 各国の住宅取得促進税制策の概要及び負担の比較（2023 年 3 月現在の各国制度による） 

 
（資料）各国政府等ウェブサイトや文献情報から整理。 

 

 

（資料）図表 5-1 に同じ。各国の負担軽減効果の試算概要は次頁の参考 5～8 を参照（英国の割引制度分は取得時の単年度であるため、現在価

値による試算表なし）。 

 

 

日本 アメリカ イギリス ドイツ フランス 

住宅取得促進制度 

 住宅ローン減税（一般住宅、新築） 
融資残高の 0.7％を最大 13 年間控除 
借入限度額 3,000 万円 
住民税からの控除上限は年間 97,500 円 

 
 すまい給付金（受付終了）
消費増税に対応して負担を軽減する制度で所
得要件がある。最大 50 万円（消費税率
10％時）（受付終了） 

 
 こどもみらい事業 
ZEH 住宅 100 万円、高省エネ性能等住宅
80 万円、一定の省エネ性能を有する住宅 60
万円 

 
 住宅金融支援機構の保証によるフラット 35 や
同 S 等の民間融資 

 
 

 住宅ローン利子所得控除制度（MID） 
融資残高 75 万ドル（夫婦共同申告） 
融資残高がなくなるまで利用可能 
2 戸目の持家を賃貸しても、年間 14 日間以上
又は賃貸期間の 10％以上、どちらか長い期間を
連続して住居として利用すれば適格 

 
 連邦住宅局（FHA）による融資保証制度は、
住宅一次取得者に対し、3.5％又は 10％の頭
金だけで、残る部分の住宅融資が得られるように
融資保険を提供（借主の信用力に応じて
3.5％又は 10％）。 

 
 事実上の政府保証に基づく抵当融資制度あり。 
 

 一 次 取 得 者 向 け 支 援 制 度 (First Homes 
scheme)。国内外を問わず、住宅を初めて購入す
る住宅一次取得者が対象。新築分譲住宅(登録
済み指定ディベによる分譲住宅）又は、First
Homes scheme を利用して購入した住宅所有者
から当該住宅を購入した場合に適用。市場価格よ
りも 30 から 50％減額して購入可能。 
所得制限：8 万￡未満（ロンドン 9 万￡未満） 
要件：一次取得者且つ最低 5 割の住宅融資を 
得られること。住宅価格は 25 万￡未満(ロンドンは 
42 万￡未満)｡住宅融資に最低 5%の頭金。  

 
 住宅一次取得者の場合、Help to Buy 制度の一
環として、イングランド住宅機構による抵当融資制度
を利用可能（受付終了）。限度は地域によって異
なる。ロンドンは 60 万￡まで。抵当融資は 5～
20％相当（ロンドンは最大 40％相当）。当初の
5 年間は金利返済猶予あり。以降の利子率は抵当
融資残高に対し 1.75％。 

 
 シェアードオーナーシップ制度が利用可能。年収制限
は 8 万ポンド（ロンドンは 9 万ポンド） 

 

 バーデンヴェルテンベルク州及びシュトゥットガルト市
の住宅取得支援制度(州又は市の制度を選択) 
対象：夫婦や片親世帯、パートナーなどで 18
歳以下の子どもと同居する世帯 
州：金利ゼロ％の 15 年ローン 

夫婦＋子 2 人の場合、最大 24 万ユーロ 
又は 

市：同様の世帯の場合、最大 5.5 万ユーロ 
所得制限： 夫婦＋子 2 人 8.1 万ユーロ 

 
※戸建に省エネ条件等を満たすリノベーションを行

った場合、KfW からレベルに応じた補助金あり。 
 
 ノルトラインヴェストファーレン州にも類似した持家
取得支援制度あり。30 年金利 0.5％融資や子
どもの数に応じたファミリーボーナス補助金制度が
ある。 

 
 住宅一次取得者の場合、連邦政府の「住宅子ど
も手当制度」あり。持家取得を前提に、子ども 1
人に 10 年で 1.2 万ユーロ支援（予算限度あ
り）。子ども数に特に制限なし（受付終了）。 

 
 

 住宅一次取得者の場合、民間融資との併せ貸し
が前提で、住宅の 40％まで、金利ゼロ％融資で
借りられる取得促進制度あり。年収要件はパリ近
郊の場合、2 人世帯で 51,800 ユーロ、3 人世
帯で 62,900 ユーロ。融資期間は 20～25 年 

 
 省エネリノベーションに対し、3 万ユーロ等まで金利
ゼロ融資を利用可能。返済は 15 年又は 20 年
以内。 

 
 省エネやゼロエミッションに適合する新築住宅の場
合、事業者への建設認可時に 30％までの容積
率ボーナス制度あり（場合によっては最大 35％
まで）。 

 
 その他省エネ、ゼロエミッション関係金利ゼロ融
資、税額控除制度あり 

付加価値税軽減 
 土地取引は非課税  住宅取引への売上税の課税なし（付加価値税

はプエルトリコにしかない） 
 新築住宅に対するゼロ％税率適用 
 既存住宅取引は非課税 

 既存住宅取引非課税  社会住宅への軽減税率適用 

流通税軽減 
 軽減措置あり  一般に住宅に対する流通税は低めで大都市部

を除き１％以下の自治体が多い 
 一次取得者は流通税 42.5 万ポンドまで非課税、
62.5 万ポンドまでは軽減 

 付加価値税との重複課税なし  付加価値税との調整措置あり 

保有税の特例等（課税標準以外） 
 土地の課税標準の特例 6 分の 1、3 分の 1  高齢者・障害者支援等あり  低所得者に対する補助(実質軽減、免税)制度あり  特になし。総税収に占める保有税収比率は G7

中最も低い 
 低所得者、障害者、省エネ等の優遇措置あり。 

保有税の新築特例 
 戸建は 3 年、マンションは 5 年間、税額を 2 分
の 1 に軽減 

― ― ― 
 新築住宅は 2 年間免税 

住宅譲渡益課税 
 3,000 万円控除等  50 万ドルまで非課税、2 年毎に利用できる 

（夫婦共同申告） 
 主たる住宅の譲渡益は非課税  主たる住宅の譲渡益は非課税  主たる住宅の譲渡益は非課税 

譲渡益、長短区分等  5 年以下、5 年超、10 年超  1 年以内、1 年超 ―  10 年以内、10 年超  22 年以内、22 年超 

退職年金等による支援 
 財形貯蓄制度  個人退職年金制度 IRA により住宅取得のため

に 1 万ドルまで引き出し可能。カップルで 20,500
ドル（401(k)Plan）。 

 Help to Buy の一環である個人貯蓄口座 ISA 制
度により 3,000 ポンドのボーナス。カップルで 6,000
ポンドの住宅取得補助があった(受付終了)。 

 リースター制度 
 住宅購入のために非課税で 1～5 万ユーロ引き
出し可能。 

 住宅貯蓄口座（Compte épargne 
logement）は有利な住宅資金形成策だったが
2018 年 1 月に税制優遇は廃止された。 
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図表5-2 住宅取得促進税制等による負担軽減効果 (取得後10年間保有した場合の現在価値)

（参考）
所得控除20年
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（参考5）日本の住宅ローン減税による援助額の現在価値      （参考6）米国の住宅ローン利子所得控除制度による援助額の現在価値 

 

（参考7）ドイツの金利0％融資制度による援助額の現在価値   （参考7）フランスの金利0％融資制度による援助額の現在価値 

 

（注）民間金利相場 4%と金利 0%の差額の現在価値を試算。        （注）民間金利相場 3%と金利 0%の差額の現在価値を試算。 

前提条件
課税所得 700.00
住宅購入資金総額 5,000.00
借入金合計 4,000.00
借入金割合 80.0%
(13年型、限度3,000万円） 利払い額
制度等前提条件： 1 年目 732,000
所得伸び率　 0% 2 年目 713,471
利子率一定　1.83% 3 年目 694,603
インフレ率  　 0% 4 年目 675,389
控除率　0.7％ 5 年目 655,824
残高＜30,000,000円 6 年目 635,901
現在価値用割引率　1.83% 7 年目 615,613

8 年目 594,954
9 年目 573,917

10 年目 552,495
控除可能額

1 年目 210,000
2 年目 210,000
3 年目 210,000
4 年目 210,000
5 年目 210,000
6 年目 210,000
7 年目 210,000
8 年目 210,000
9 年目 210,000

10 年目 202,993
2,092,993

3.79% 1,897,387
控除計
現在価値

日本の住宅取得促進制度（ローン減税）
万円
万円
万円
％

負担軽減効果

前提条件
課税所得 700.00
住宅購入資金総額 5,000.00
借入金合計 4,000.00
借入金割合 80.0%

利払い額（円相当）
制度等前提条件： 1 年目 2,560,000
所得伸び率　 0% 2 年目 2,529,830
利子率一定　6.40% 3 年目 2,497,729
インフレ率  　 0% 4 年目 2,463,574
控除率　－ 5 年目 2,427,233
残高＜　－ 6 年目 2,388,565
現在価値用割引率　1.0% 7 年目 2,347,424
為替レート　132円 8 年目 2,303,649
連邦及び地方所得税率 9 年目 2,257,072
NY州アルバニー　17.25％ 10 年目 2,207,515
住宅価格：　378,788ドル 所得税率を考慮したメリット
融資額：　　 303,030ドル 1 年目 441,600
課税所得：　53,030ドル 2 年目 436,396

3 年目 430,858
4 年目 424,966
5 年目 418,698
6 年目 412,028
7 年目 404,931
8 年目 397,379
9 年目 389,345

10 年目 380,796
4,136,997

6.03% 3,012,558

負担軽減効果 メリット計
現在価値

米国の住宅ローン利子控除税度
万円相当
万円相当
万円相当

％

前提条件
課税所得 700.00
住宅購入資金総額 5,000.00
ゼロ金利借入金計 3,432.00
自己資金 1,000.00
通常住宅ローン借入 568.00
借入金割合 80.0%

市場金利による支払利子
制度等前提条件： 1 年目 1,372,800
所得伸び率　 0% 2 年目 1,348,323
利子率一定　4.0% 3 年目 1,322,867
インフレ率  　0% 4 年目 1,296,392
控除率　－ 5 年目 1,268,859
0%金利借入限度額24万€ 6 年目 1,240,224
現在価値用割引率　4.0% 7 年目 1,210,444
為替レート　143円 8 年目 1,179,472

9 年目 1,147,262
10 年目 1,113,763

0％金利のメリット
1 年目 1,372,800
2 年目 1,348,323
3 年目 1,322,867
4 年目 1,296,392
5 年目 1,268,859
6 年目 1,240,224
7 年目 1,210,444
8 年目 1,179,472
9 年目 1,147,262

10 年目 1,113,763
メリット計 12,500,405

20.43% 現在価値 10,213,997

負担軽減効果

万円相当

ドイツの金利0％融資制度
万円相当
万円相当
万円相当

％
万円相当

前提条件
課税所得 700.00
住宅購入資金総額 5,000.00
ゼロ金利借入金計 2,000.00
自己資金 1,000.00
通常住宅ローン借入 2,000.00
借入金割合 80.0%

市場金利による支払利子
制度等前提条件： 1 年目 600,000
所得伸び率　 0% 2 年目 587,388
利子率一定　3.0% 3 年目 574,399
インフレ率  　0% 4 年目 561,019
控除率　－ 5 年目 547,238
0%融資借入限度：住宅価格40％ 6 年目 533,044
現在価値用割引率　3.0% 7 年目 518,423
為替レート　143円 8 年目 503,364

9 年目 487,854
10 年目 471,878

ゼロ金利のメリット
1 年目 600,000
2 年目 587,388
3 年目 574,399
4 年目 561,019
5 年目 547,238
6 年目 533,044
7 年目 518,423
8 年目 503,364
9 年目 487,854

10 年目 471,878
メリット計 5,384,607

9.25% 現在価値 4,622,683

負担軽減効果

％

フランスの金利0％融資制度
万円相当
万円相当
万円相当
万円相当
万円相当
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5―土地・住宅税制改正の動向 
土地・住宅税制改正については、次のように、令和 6 年度の国土国通省資料を、有識者向けの参考とし

て用いた。 

 

1｜令和 6年度税制改正における主な土地・住宅税制 

 

 

2｜住宅ローン減税の要件の維持 

 

（資料）国土交通省、https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/jutakukentiku_house_tk2_000018.html 
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3｜既存住宅のリフォームに係る特例措置 

 

 

4｜住宅取得資金に係る贈与税 

 
（資料）国土交通省、https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/jutakukentiku_house_tk2_000018.html 
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5｜新築住宅に係る減額措置 

 

 

6｜新築住宅に係る減額措置 

 

（資料）国土交通省、https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/jutakukentiku_house_tk2_000018.html 
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7｜登録免許税の特例措置 

 

 

8｜買取再販に係る特例措置 

 

（資料）国土交通省、https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/jutakukentiku_house_tk2_000018.html 
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9｜省エネ性能等に優れた住宅の普及促進に向けた特例措置 

 

 
10｜土地等に係る不動産取得税の特例措置 

 

（資料）国土交通省、https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/jutakukentiku_house_tk2_000018.html 
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11｜居住用財産の買換え等に係る特例措置 

 

 

11｜居住用財産の買換え等に係る特例措置 

 

（資料）国土交通省、https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/jutakukentiku_house_tk2_000018.html 

https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/jutakukentiku_house_tk2_000018.html
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12｜低未利用土地、空き地・空き家に関する税制 
(1) 低未利用土地に関する税制 

 

(注) 令和２年７月より開始され、令和５年１月より、市街化区域や用途地域設定区域内等の低未利用土地等の場合に限り、上

限が 800 万円以下に引き上げられた（拡充）。 

 

 

（資料）国土交通省、https://www.mlit.go.jp/report/press/tochi_fudousan_kensetsugyo05_hh_000001_00133.html 
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(2) 空き地・空き家に関する税制 
 

 

（資料）国土交通省、https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/jutakukentiku_house_tk2_000030.html 
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6―空き家の動向 
 

空き家や空き地関連の動向については、国土交通省の資料及び、公益社団法人全国宅地建物取引業

協会連合会、公益社団法人全国宅地建物取引業保証協会全宅連による令和 5 年 3 月「空き家・空き地等

の活用促進のための政策研究」から抜粋し、有識者用の参考資料とした。 

 

(1) 空き家の現状―空き家数の推計 

 
（資料）国土交通省 

 

    (2) 全住宅ストックに占めるその他空き家率 

 
（資料）国土交通省 
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(3) 空き家の取得経緯・所有者の居住地との関係・所有者の年齢 

 
（資料）国土交通省 

 

(4) 利活用に向けた具体的な活動状況 

 

 
（資料）国土交通省 
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(5) 空き家にしておく理由・利活用上の課題 

 
（資料）国土交通省 

 
(6) 空き家の市場性と利活用 

①「市場性・需要に乏しく流通が困難な地域」においては、市場流通による空き家の利活用を目指すこと

の合理性は低く、需要の乏しさがボトルネックとなって取組が頓挫してしまう恐れがある。 

反対に、②「一定の需要があり市場流通が可能な地域」においては、市場原理に基づき空き家は自ずと

流通することが考えられる。 

そして、両者の中間の位置づけとして③「空き家の市場流通に何らかのハードルがあるものの潜在的に

需要がある地域」が存在すると考えられ、当該地域においては、流通上の工夫や適切な支援を行う等の対

策を講じることによって市場流通を促進することができる可能性がある。土地・住宅税制が果たすべき役割

はないか。 

 
（資料）令和 5 年 3 月「空き家・空き地等の活用促進のための政策研究」、公益社団法人全国宅地建物取

引業協会連合会、公益社団法人全国宅地建物取引業保証協会 
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(7) 空き家の掘り起こしと支援策構築に向けた論点 
今後、相続登記の義務化と 3,000 万円特別控除の拡充により 3 年以内に売却等に向かう空き家が増え

る可能性がある。さらに、掘り起こした後の買主側のインセンティブを高めるために、土地・住宅税制のあり

方はどうあるべきか。 

 

（資料）令和 5 年 3 月「空き家・空き地等の活用促進のための政策研究」、公益社団法人全国宅地建物取

引業協会連合会、公益社団法人全国宅地建物取引業保証協会 

 

(8) 地域による空き家の市場性と異なる課題、ソリューション 
空き家の市場性を活用を図る場合に、地域性が非常に大きな検討要素となる。土地住宅税制におい

て、地域性を考慮した支援の取り組み方はどのように位置づけ、運用されるべきか。 

 

 
（資料）令和 5 年 3 月「空き家・空き地等の活用促進のための政策研究」、公益社団法人全国宅地建物取

引業協会連合会、公益社団法人全国宅地建物取引業保証協会 
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（資料）令和 5 年 3 月「空き家・空き地等の活用促進のための政策研究」、公益社団法人全国宅地建物取

引業協会連合会、公益社団法人全国宅地建物取引業保証協会 

 

(9) 空き家にかかる土地・住宅税制の拡充に向けた方向性 
投機的取引への配慮や、制度を創設した場合の効果、他の制度との関連性等を考慮しつつ、一定の空

き家の取得・活用（取り壊して新築する場合を含む）を促進する空き家版投資減税や、一定の空き家・空き

地等の隣地所有者による空き家・空き地等の取得及び従前地と一体的な活用を促進する不動産取得税や

登録免許税の減免、従前地における空き家と敷地を取得した後に空き家を除却して非宅地化する場合の

建物の固定資産税の減免などについてはどのような意見をお持ちか。ただし、投機目的による売買等を防

止する観点から、民間主体による流通性が低い地域に限り適用する等の運用を検討する必要がある。 
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6―気候変動リスクの動向 
日本を含む G7 諸国及び EU の GHG 削減量は 2013 年を基準にすると、2021 年までに大まかには右

肩下がりとなり、削減が進んでいる様子がうかがえる。ただし、2020 年はコロナ禍の影響を受けて、各国とも

排出量が大きく低下し、2021 年には再び増加している。 

 

図表 6-1 日本及び主要国・EU における GHG削減状況（2013年対比） 

 
(注)  2013 年を基準年とした場合の年毎の削減率を示した。土地利用や利用変化、林業（LULUCF）から排出されるガス量を含む。 

(資料) 国連気候変動枠組条約（UNFCCC） GHG Data Interface, Time Series に基づき加工。https://di.unfccc.int/time_series 

 

日本と英国の GHG 排出の総量の推移を、1990 年対比でみると、英国は 1990 年の 82 万 Kt からほぼ

一貫して着実に排出量を減らし、2021 年には 43 万 Kt まで 47.3％もの削減を実現している。日本は、1990

年移行、2008～2010 年を除くと横ばいから微増傾向が続き、2013 年をピークにようやく減少が始まってい

る。このため 1990 年対比の 2021 年の削減率は 121 万 Kt から 112 万 Kt までの 7.4％に過ぎない。 
 

図表 6-2 日本と英国における GHG排出量の推移 

 
(注)  2013 年を基準年とした場合の年毎の削減率を示した。土地利用や利用変化、林業（LULUCF）から排出されるガス量を含む。 

(資料) 国連気候変動枠組条約（UNFCCC） GHG Data Interface, Time Series に基づき加工。https://di.unfccc.int/time_series 
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図表 6-3 米国連邦インフレ削減法に基づく住宅・建物セクターにおける支援策 

 
（資料） IRA や連邦歳入局（IRA）のウェブサイトを検索して作成 

 
 

図表 6-4 英国の住宅・建物セクターにおける支援策概要 

 
（資料） 英国関係省庁等ウェブサイトを検索して作成。 

 

 

  

制度内容実施機関
 制度名: 省エネ住宅改良税額控除（Energy Efficiency Home Improvement Credit）、Inflation Reduction Act, IRAに基づき拡充延長された制度。
 対象: 既存住宅のうち主たる持家やテナント、事業用は対象外。住商混合物件において、20％だけ事業用の場合は100％控除、それ以上は居住用部

分を比例配分して控除可能。
 期間: 2023年1月1日～2033年1月1日
 内容及び税額控除率:
 改良費用の30％。ただし最大1,200ドル／年 (個別限度／年：効率のよいエネルギー設備600ドル、窓サッシや天窓：600ドル、外部ドア：250ドル/ドア(最

大500ドル)、外皮の断熱や気密化1,200ドル) 、省エネ住宅査定：150ドル。

※以上とは別枠でヒートポンプやバイオマスストーブやボイラー等の導入には最大2,000ドル。合計で3,200ドルの年間税額控除を期間内に利用可能。

 適格要件: 外皮関係IECC(International Energy Conservation Code)に適合(2023年1月1日に有効な制度のものであること)。外部ドアはEnergy Starに適
合。窓や天窓はEnergy Star Most Efficient Certificationに適合のこと。居住用のエネルギー設備(中央制御エアコン､天然ガス給湯器やボイラー等)は
Consortium for Energy Efficiency (CEE)の最高階層に適合のこと。ヒートポンプやバイオマスの熱効率は最低75％適合。

 控除調整: その他の連邦支援を受ける場合は控除率を調整する。ただし、連邦支援を含まない場合は州政府支援策による控除率の調整は行わない。

連邦政府（財務省､IRS）

消費者向け
（住宅所有者や賃貸テナント）

対象：既存住宅

方法：連邦税額控除

 制度名: 居住用クリーンエネルギー税額控除（Residential Clean Energy Credit）
 対象: 新築又は既存住宅（主たる持家、テナント）、二次的住宅で賃貸していないも対象。事業用は上記と同条件。
 期間: 2023年1月1日～2033年1月1日
 内容及び税額控除率: 新規の適格クリーンエネルギー設備・工事の30%。ソーラパネル、ソーラ給湯システム、風力発電、地熱ヒートポンプ、燃料電池、

バッテリー充電等。年間又はライフタイムの限度額はない。ただし、燃料電池の税額控除限度は500ドル／2分の1キロワットキャパシティ。一人以上の居
住の場合は1,667ドル／2分の1キロワットキャパシティ。

 適格要件: ソーラ給湯はSolar Rating Certification Corp.又は同等の評価書、地熱はEnergy Star、バッテリー充電は最低3㎾/時間。
 控除調整: その他の連邦支援を受ける場合は控除率を調整する。ただし、連邦支援を含まない場合は州政府支援策による控除率の調整は行わない。

連邦政府（財務省､IRS）

消費者向け
（住宅所有者や賃貸テナント）

対象：新築・既存住宅

方法：連邦税額控除
 制度名: 新エネルギー効率住宅税額控除（New Energy Efficient Home Credit）
 対象: 新築や再建築､実質的リハビリテーションを行う適格事業者（販売又賃貸）。
 期間: 2005年8月8日～2033年1月1日 ※Inflation Reduction Actに基づく拡充、延長制度。
 内容及び税額控除率：
・2,000ドル／戸（2023年以前に売却又は賃貸した戸建）。比較可能な住宅よりも50％以下のエネルギー消費、且つ、外皮性能が50％削減の5分の1を満た
すもの。2006年IECCに基づくもの等。

・1,000ドル／戸（2023年以前に売却又は賃貸した製造住宅）。同上、50％は満たさないが、暖冷房エネルギー消費が30％以下。
・2,500ドル／戸（2022年以降、戸建、共同住宅、製造住宅）。Energy Starの住宅要件を満たすがZEHレディの認証はないもの。ただし、共同住宅は労働省
次官が決めた地域において相場で労務費を支払う場合に適用。これを満たさない場合は500ドル／戸。

・5,000ドル／戸（2022年以降、戸建・共同建・製造住宅）。Energy Star + ZEHレディ。ただし、共同住宅は労働省次官が決めた地域において相場で労務費
を支払う場合に適用。これを満たさない場合は1,000ドル／戸。

連邦政府（財務省、IRS）

事業者向け

対象：新築及び既存住宅
（新築・再建築・リノベーション）

方法：連邦税額控除

制度内容実施機関
 制度名: ボイラー・アップグレード制度（Boiler Upgrade Scheme, BUS)、2022年ボイラー・アップグレード制度（イングランド及び

ウェールズ）規則（The Boiler Upgrade Scheme (England and Wales) Regulations 2022）に基づく。

 対象: 個人住宅及び事業所におけるボイラーのアップグレード

 期間: 2022～2025年度の3年間

 内容: 5,000ポンド（95万円相当）をヒートポンプ又はバイオマス・ボイラー設置費用から控除。6.000ポンドを地熱利用や水利用の

ヒートポンプの設置費用から控除（総額4.5億ポンド、約855億円相当）。

 適格要件: 認証を受けた設置者がオーナーに変わって補助を受ける。設置者はこのために口座登録を行う。対象となる物件は住

宅及び非住宅。従前のボイラーは化石燃料よるものか、ヒートポンプ等を使わない電気式のもの。ヒートポンプ等は45 kWh 以下のも

のとする。

 制度目標: 2028年までに 60万件のヒートポンプ等を設置する。並行して、英国のヒートポンプ市場を成長させる。業界と協働し、

2030年までにヒートポンプとガスボイラーのコストを同等にし、少なくとも2025年までに25～50%を達成する。石油、石炭、LPG暖房の

新規設置も段階的に廃止する。暖房システムメーカーを移行させるための新しい市場ベースのインセンティブである。2035 年まで

に年間170万まで成長させる可能性がある。別途、「ヒート ポンプ準備完了」プログラムに 6,000 万ポンドを投資する。

英国ガス・電力市場監督機構
(Gas and Electricity Markets
Authority, GEMA)

同上、ガス･電力市場局
(Office of Gas and Electricity
Markets, OFGEM)

事業者向け（業者が補助を受ける）

対象：既存住宅（ボイラーのアップグレード）

 制度名: VAT20％標準税率に対し、軽減税率又はゼロ税率の適用

 対象: 既存住宅に対する省エネ機器の供給及び設置費用

 期間: 特に明記なし

 内容: グレートブリテンでは設備資材と工事費（労務費）の双方に対して0税率を提供する。北アイルランドでは5％。

歳入・関税局（HM Revenue & Customs）

消費者向け
対象：既存住宅

 制度名: 新築住宅に対するゼロ税率の適用（省エネ効率が高い住宅でも住宅となった段階でゼロ税率が適用される）

 対象: 新築や再建築､実質的リハビリテーションを行う適格事業者。

 期間: 恒久制度

 内容: 住宅である限り、省エネ性能の有無にかかわらず、VATはすべてゼロ税率。

歳入・関税局（HM Revenue &
Customs）

事業者向け（適格な事業者）
対象：新築住宅
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図表 6-5 ドイツ連邦 BAFA による効率的建築物促進法（BEG）による個人世帯向け支援内容 
(持家所有者、賃貸経営者、賃借人、施行業者いずれも可能、件数に関係なく、年間最大 6 万ユーロ（972 万円相当を支援） 

 

(注 1) iSEP 専門家に依頼して作成する個別リノベーションロードマップ（リノベーション計画）にしたがってエネルギー改修を実施する場合、補助

金額がさらに 5％上がる。 

(注 2)暖房器具の入替: 石炭、オイルヒーティングについて 10％の補助。ガスヒーティングについては申請時から 20 年以上前に導入されたもので

ある場合に利用可。 

(注 3)ヒートポンプボーナス: 水、地熱、排水を熱源とする場合にプラス 5％補助率が上がる。 

(注 4)クリーンバイオマス: 排出する粉塵が 2.５mg/m3 を上回らない場合にプラス 5％補助率が上がる。 

(資料) BAFA 等ウェブサイト情報から整理。 

 

 
図表 6-6 フランスの住宅・建物セクターにおける支援策概要 

 
（資料）経済財政産業・デジタル主権省や環境移行国土省（Ministère de la Transition écologique et de la Cohésion des territoires）、関連地方自

治体ウェブサイト情報を検索して整理。 

 

 

 

  

最大補助率

ボーナス

標準
補助率個別対策 クリーン

バイオマス
(注4）

ヒートポンプ
ボーナス

(注3)

暖房入替
(注2)

iSFP
(注1)

25 %----25 %太陽熱

25 %5 %-10 %-10 %バイオマス

40 %-5 %10 %-25 %ヒートポンプ

35 %--10 %-25 %革新的暖房技術

40 %-5 %10 %-25 %再エネハイブリッド

40 %5 %5 %10 %-20 %再エネハイブリッド（バイオマスヒーティングの場合）

35 %--10 %-25 %暖房地域間熱供給への接続

35 %--10 %-25 %暖房建物内暖房網への接続

25 %----25 %暖房建物内暖房網の建設・拡張・転換

20 %---5 %15 %建物（外壁、屋根、各階の天井、床、窓・ドア交換）の断熱工事

20 %---5 %15 %
設備技術 換気機器の設置・入替・最適化。
「スマートホームシステム導入」

20 %---5 %15 %暖房最適化

制度内容実施機関
 制度名: ゼロ金利エコ住宅融資、L’éco-prêt à taux zéro (éco-PTZ) ※金融機関に対する税額控除に基づく0％融資制度。
 対象: エネルギー性能向上リフォーム、リノベーション（賃貸を含む）。次の７項目のうち１つ以上。

①屋根の断熱、②外側に面した壁の断熱、③外部につながる窓やドアの断熱、④低層階の断熱、⑤暖房または家庭用温水製造
の設置または交換、⑥再生可能エネルギーを利用した暖房の設置、⑦再生可能エネルギーを利用した家庭用給湯設備の設置
が対象。

 期間: 制度は2023年末まで延長済み。融資期間は15年。50,000ユーロに該当する融資の場合は最長20年。
 内容: 2022年財政法に基づき最大50,000ユーロまで、ゼロ金利による融資を受けられる。上記７項目のうち１項目だけの場合は最

大15,000ユーロまで（ただし③は7,000ユーロまで）。２項目の場合は最大15,000ユーロ、３項目以上で最低エネルギー効率を達成
する場合は30,000ユーロ、従来の年間一次エネルギー消費量と比較して、少なくとも 35% の省エネを達成した場合は50,000ユーロ。

 適格要件: 持家または賃貸住宅などの所有者。新築から2 年以上経過している必要がある。賃貸人からの申請の場合は、主な住
居として賃貸することに同意する必要がある。共同所有者も利用可能。政府が保証するため、個々の所得要件や与信要件はない。
一度利用した後、５年以内ならば、他の項目についてゼロ金利エコ融資を使うこと可能。マンションの管理組合がゼロ金利エコ融資
を受けて共同住宅の共用部のエネルギー効率向上リフォームやリノベーションを行うこと可能。

 利用方法： 工事内容を決めた上、環境保証機関（RGE) として認証された専門家が作成した見積もりを受け入れた後、指定銀行
に連絡してローンを申請する。ゼロ金利エコ融資を利用できるのは、政府と協定を結んだ銀行のみ。ゼロ金利エコ融資は、社会住
宅を供給するANAHや地方自治体からの援助、住宅所有のための一般ゼロ金利融資と組み合わせることができる。

経済財政産業・デジタル主権省Ministère de 
l'Économie, des Finances et de la 
Souveraineté industrielle et numérique

消費者向け（持家又は賃貸住宅）

対象：既存住宅（賃貸を含むリフォーム、
リノベーション）

 制度名: 付加価値税TVAにおける5.5％軽減税率の適用
 対象: 既存住宅に対するエネルギー効率向上リフォームやリノベーションの実施
 期間: 特に明記なし
 内容: エネルギー効率向上リフォームであれば、省エネ、断熱、または再生可能エネルギー源を使用したエネルギー生産設備

の設置に支出に関係するかどうかに関係なく5.5% の軽減税率の VAT が適用される。
※既存住宅のリフォーム工事（労務費、資機材、水周り製品、倉庫等、暖冷房設備等、住宅と一体になる工事）で5.5％の軽減税率の

対象にならないものは10％の軽減税率が適用される。

同上
消費者向け（住宅所有者）

対象：
既存住宅（リフォーム、リノベーション）

 制度名: 地方都市計画（PLU)におけるエネルギー効率向上のための建築物への容積率ボーナス
 対象: 地方都市計画をもつ地方自治体、既成市街地又は今後編入するゾーン、新規建設事業でエネルギー効率や環境基準を

満たすもの。容積率ボーナスが地方都市計画に記されていること。
 期間: 2015年「緑の成長に向けたエネルギー移行法」に基づき、地方自治体別に規定
 内容: エネルギー性能に応じて最大30％の容積率ボーナスを認める。特に効率が高く、地域の同意が得られる場合は追加で5％

のボーナスを認める。

地方自治体
2015年, ｢緑の成長に向けたエネルギー移行法」に基づ
いた地方によるエネルギー政策の一環。
事業者向け
対象：新築住宅
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図表 6-7 エネルギー効率証明書等の比較（英国、ドイツ、フランス） 

 
（資料）令和 3 年 3 月「諸外国における省エネルギー政策動向等に関する調査」(株)現代文化研究所、 Prof. Rodrigo Martinez-Mazza 

(2023)”Tax systems, energy efficiency, and carbon neutrality in the housing sector in the UK”, UCL、2023 年レポート「ドイツ住宅税制及び

省エネ政策等」( by Miyake Research)、各国ウェブ検索などから作成。

フランスドイツ英 国
建設住宅法典（CCH） Article R134。エネルギー性能診断とその
結果の表示に関する義務規定。熱規則（RT)基準に対応。

建築エネルギー法、省エネ条例（EnEV）にて規定されている。2007 年EU指令による。 現在の要件は、2012 年建築物エ
ネルギー性能規制 (イングランドおよびウェールズ) 及び。
2023 年 改 正 の 最 低 エ ネ ル ギ ー 効 率 基 準 (Minimum
Standards for Domestic Properties, MEES)

根拠法

建物の売買時（売主義務）、賃貸借時（オーナー義務）、不動産
公告時（売主、オーナー義務）。

建物の売買時（売主義務）、賃貸借時（オーナー義務）、不動
産公告時（売主、オーナー義務）。

建物の売買時（売主義務）、賃貸借時（オーナー義務）、
不動産公告時（売主、オーナー義務）。

実施義務
新築及び既存建物新築及び既存建物新築及び既存建物対 象
エ ネ ル ギ ー 効 率 診 断 書 （ Diagnostic de Performance
Energétique, DPE)

エネルギー証明書（Energieausweis）。実際のエネルギー関
係請求書に基づく「消費証明書」及び構造や断熱性能等を
考慮した技術面からの「需要証明書」がある。

エネルギー効率証明書（Energy Performance Certificate）

名 称

新築は設計性能としての一次エネルギー消費量とCO2排出量
に応じて、住宅はA～G、建築物はA～Iのランク。有効期間は3
年。
既存建物の場合は様々なエネルギー関係請求書を収集して確
認した上、同様のランクで診断。
消費量 A<70,B<110,C<180, D<250, E<330, F<420, G>420
(KwH/㎡/年)
排出量 A<6, B<11, C<30, D<50, E<70,F<100, G>100 (Kg CO2
eq./㎡/年)。2021年7月及び10月の改正から、排出量を併記す
る方式に変更。

新築・既存建物の双方において、A+, A, B, C, D, E, F, G,
Hのランクがある。A+はKfW40+に相当。AはKfW55やKfW70
の住宅など。Eは1982年第二次断熱条例基準に適合。Dは
1977年第一次条例に基づく初歩的な住宅。Hはエネルギー
的 に 脆 弱 な 古 い 建 物 。 有 効 期 間 10 年 。 消 費 量
A+<30,A<50,B<75,C<100,D<130, E<160, F<200, G<250,
H>250 (KwH/㎡/年)。排出量も併記。

エネルギー効率レーティングは、A～Gで示される。
有効期限は10年。壁、屋根、床、窓、主たる暖房、主たる
暖房制御、二次的暖房、給湯、証明につき、個別のレー
ティング1～5星で示される。レーティング向上のための概
算見積もりや節約額を表示。排出量も併記。

内 容

政府公認による資格試験に合格した認証専門家 (Qualified
Expert)が診断を実施。約8,000人程度存在、政府DBに登録公
開。

登録された専門家による審査と発行。建物属性、新築または
既存、所管自治体、審査実施者などが国のDBに登録される。

登録された第三者の評価者。生活向上・住宅及びコミュニ
ティ省 (DLUHC)から査定者連絡先を検索可能。既存証明
書は同省から情報取得可。

評価機関

2018年の調査ではフランス全土で約476万件発行。住宅が約
459万件。取引時の義務のため、認知度や普及度は高いが、不
動産取引の15％に表示義務違反があると言われる。

2014年5月1日以前のDBはなく、2014年5月～12月までの登
録数として消費証明が14.9万件、需要証明が17.3万件登録
されている。

2009年から2022年までに、イングランド及びウェールズで
約2,400万件のEPCが発行された。平均で160万件／年と
なる。新築のAレーティングはまだ2%,Bは75%, Cは18％。
既存Cは31％、Dは43％。

利用状況

2023年1月以降、エネルギー消費量が特定値を超えた住宅は賃
貸不可。住宅売買においても省エネ証書においてFやGレー
ティングの住宅については、さらにリフォーム提案を含む住宅診
断が義務付けられた。

導入に際しては、フランスのような規制はなく、売主・オー
ナーによる取引の表示義務だけである。しかし、今後、EU指
令の圧力が高まり、英国やフランスのような対応をせざるを得
ない見通しである。

EPCのレーティングがEを下回る賃貸住宅は2020年4月以
降、新規や更新のための賃貸契約ができない（改修が必
要となる）。規制関係

2022年7月から証明方式が厳格化され、法的拘束力をもつ（売
買や賃貸訴訟に使える）。

表示だけで、取引における省エネ性能等に関する法的効力
はない。

表示だけで、取引における省エネ性能等に関する法的効
力はない。

法的効力
従来の消費量方式は大凡30ユーロ／件（5,000円相当）。消費証明書において、所有者から過去のユーティリティ請求

書の写しを提示する場合は約30ユーロ（5,000円相当）。需要
証明書は150～650ユーロ（2.4万円～10.5万円相当）。

35～120ポンド（6,500円～2.3万円相当）

証明費用
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1―ヒアリングをお願いした学識経験者 
 

氏 名 所属・経歴等、専門領域 

岩﨑 政明 先生 

（税法、不動産税法） 

明治大学、専門職大学院、法務研究科、専任教授 

前職、横浜国立大学大学院国際社会科学研究院教授 

不動産関係論文：平成 26 年 2 月「投資促進 US-UPREIT の課税特性」論究ジュリ

スト８号、平成 27 年 11 月「インフラ REIT の可能性と課税制度－民間投資を活用し

たインフラの整備管理と税制の役割」論究ジュリスト 15 号、平成 29 年 3 月「不動産

に係る多重課税の排除について」（中央大）法学新報 124 巻 11=12 号、平成 29 年

12 月「所有者不明土地の法的課題」日本不動産学会誌 122 号他多数 

倉橋 透 先生 

（経済、住宅政策） 

獨協大学経済学部経済学科教授、副学長、理事 

前職、新潟大学法学部助教授（建設省より出向）、千葉大学法経学部助教授

（国土交通省より出向）、建設省－国土交通省（1981～2005 年） 

主要論文・著書：2018 年「世界の空き家対策」学芸出版社（部分著）、2011 年「不動

産バブルと景気」日本評論社（共著）、2019 年「アメリカのランドバンクの財政と土地

寄付受け入れ」土地総合研究所、土地総合研究 29 巻 3 号他多数。 

佐藤 主光 先生 

（経済、地方財政、税制） 

一橋大学、経済学部長、経済学研究科教授、経済学部教授、国際・公共政策

研究部教授。前職、一橋大学社会科学高等研究院医療政策・経済研究セン

ター所長。主要著書： 2004 年「地方交付税の経済学：理論・実証に基づく改

革」有斐閣（日経・経済図書文化賞、NIRA 大来政策研究賞、租税資料館賞受

賞）、2012 年「地方税改革の経済学」日本経済新聞出版社（第 52 回エコノミス

ト賞受賞）他多数。 

鈴木 雅智 先生 

（ミクロ経済、住宅政策） 

横浜市立大学、データサイエンス学部 准教授 

前職、一橋大学、ソーシャル・データサイエンス教育研究推進センター特任准教

授、東京大学大学院経済学研究科・連携研究機構不動産イノベーション研究セン

ター特任教授。主要論文：2024 年「区分所有マンションにおける修繕積立金と経年

減価の関係」共著、都市計画論文集、2023 年「既成市街地における長期空き家と

いう問題」共著 都市計画 361 16－21、2022 年「長期空き家の外部効果の測定：

神奈川県横須賀市を対象に」共著、RETIO 不動産政策研究他多数。 

中川 雅之 先生 

（経済、住宅政策） 

日本大学経済学部教授（全宅連空家空地研究会座長） 

前職、国土交通省都市地域整備局、大阪大学社会経済研究所助教授、建設省。

主要論文等： 2021 年「住宅を用いた再分配がなぜ必要なのか？」都市住宅学会

（都市住宅学会賞）、2020 年「田園住居地域とは何か：経済学の見方」都市住宅学

会（住宅学会論説賞）、2012 年「都市計画の神は健やかにおわすか？」日本不動

産学会（日本不動産学会田中啓一賞）他多数。 
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吉原 祥子 先生 公益財団法人東京財団政策研究所、研究員・研究部門主任 

前職、米 Institute of International Education バンコク支部、米レズリー大学大学院、

タイ国立シーナカリンウィロート大学国費留学、東京外国語大学卒。国土審議会土

地政策分科会企画部会専門委員、内閣府土地等利用状況審議会委員等。 

主な著作等：2023 年「国土管理・土地利用と『地域』」法律時報、2023 年「土地政策

と民事基本法制の見直し－今後の可能性と所有者探索の課題」都市計画、2017

年「人口減少時代の土地問題－『所有者不明化』と相続、空き家、制度ｍのゆくえ」

中公新書（不動産協会賞受賞） 

 

  



 

 

 51 

2―事前に学識経験者に提示したヒアリング項目 
 

1．ヒアリング概要 

(1) 短期的課題 
 既存住宅に対する住宅ローン減税のあり⽅及び拡充に関するご意⾒。既存住宅価格は、⾃助努⼒

で⼗分に取得可能なアフォーダブルな⽔準なのか。ファミリー世帯に対する⼦育て⽀援として⼀層

の拡充が必要ではないか。 

 住宅のリフォームやリノベにおける減税制度等に関するご意⾒。ファミリー世帯への⼦育て⽀援や

⾼齢者世帯、気候変動対策（省エネ対策）として適切な⽔準なのか。 

 2025 年建築基準以上への対応を前提とする住宅ローン減税の今後のあり⽅、拡充に関するご意⾒。 

 低未利⽤地を譲渡する場合における 100 万円特別控除（令和 7 年 12⽉末期限）の維持・拡充につ

いてのご意⾒。 

 
(2) 中長期的課題 
 金融緩和から徐々に退出することが決まり、金融市場ではすでに各種⾦利は上昇基調にある。

住宅ローン金利も上昇する見通し。今後の住宅ローン減税制度のあり方に関するご意⾒。 

 空き家の発⽣を抑制するための特例措置（3,000 万円特別控除）に関するご意⾒。 

 空き家・空き地問題に向けた「⾮宅地化」を含めた買主側の利活用支援に資する税制として、

投資減税や固定資産税の減免などを含め、どのようなものが考えられるのか。需要や地域性

に鑑みて、どのような制度が望ましいか。 

 新築住宅の固定資産税 2 分の 1 特例の意義と維持、拡充。省エネ要件を付与するという議論

が出たが果たして必要か。逆に少しでも環境に優しい住宅需要やファミリー向け需要が減っ

てしまうのではないか。 

 今後の持家に対する⼟地・住宅税制（流通・保有・譲渡（相続））のあり方に対するご意⾒。 

 

2．ヒアリング詳細項目 
①社会経済状況、住宅市場に関する質問 
 日本経済の現況及び今後をどうみておられるか。今後の所得の伸び方が消費や景気に大きく影響

すると考えられるが、一方で物価も上昇基調にあり、日銀の政策変更後から住宅ローン金利は上昇

基調に転じたように見られる。租税や社会保証料負担も引き続き上昇基調にある。 

 住宅市場の今後についてどうみておられるか。住宅地価は上昇に転じている。2025 年建築基準改

正により、今後、さらに建物物価は上昇し、土地建物一体の住宅価格は一層上昇するのではない

か。2021 年ベースでみると、日本の新築戸建価格の世帯年収倍率は 7.7 倍、マンションでは 70 ㎡

換算で 7.2 倍である。これは米英独仏各国における年収倍率と並ぶ水準で、事務局試算では日本

の年収倍率が最も高い（添付 PPT 資料、p.46 図表 20 を参照）。 

 住宅ローン金利の今後の動向についてどのようにお考えか。 

 住宅価格上昇の背景や今後をどのようにみておられるか。英米独仏は特に社会住宅やアフォーダ

ブル住宅が不足する一方、所得が伸びて、移民等を背景として需要拡大が住宅価格の上昇をもた

らしているとされるが（特に英国の住宅は供給不足）、日本は空き家率が高く、特に地方では住宅価
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格が下がるはずなのに、国交省の住宅価格指数（総合）をみると(次図参照)、住宅価格は中国地方

や四国地方でも上昇に転じている。この住宅価格上昇の理由を、どのようにみておられるか。今後

の見通しについてもご意見ください。 

 

（資料）国交省、住宅価格指数、https://www.mlit.go.jp/totikensangyo/totikensangyo_tk5_000085.html  

 

 空き家・空き地の現状と住宅政策のあり方についてどのようにお考えか。日本は空き家率が高く、今

後の新築は不要という議論があるが、実際には使えない、使うのが難しい住宅が空き家の多くを占

めており、住宅市場にとっての需給のバッファとしては意味の乏しい空き家の状態なのではないか。

空き家＝新築不要というロジックは日本では成立するのだろうか。住宅利用から非住宅利用への転

換などを通じた需要形成策を講じたり、所有者不明などの住宅や敷地に対する対策を講じたり、再

生に堪えない住宅は除却したり、かなりのリフォームや抜本的なリノベーションを行ったりして、住

宅・土地市場に耐える質的水準の住宅を供給する必要があるが、引き続き、新築＝建替えは進め

る必要があるのではないか。 

 気候変動対策である省エネ適合基準と既存住宅の質の向上、空き家・空き地対策について、どのよう

にお考えか。空き家・空き地政策を進めることと併せて考えると、新築に対し 2025 年改正建築基準

（省エネ基準適合、断熱等級 4 以上）を前提とし、一般住宅に対するローン減税適用を止めることが

果たして全般的な質の向上に有効なのかは疑問に思われる。気候変動対策と、空き家・空き地対

策と住宅供給策、住宅の質に関する対策が相互に影響を及ぼす状況にあると考えられるが、どのよ

うにお考えか。 

 同上による４号特例の事実上の廃止に伴う大規模なリフォームやリノベーションに与える影響について、

どのようにお考えか。2025 年建築基準改正では４号特例が事実上、廃止されることによって、新築

のみならず、大規模（５割以上が目安）なリフォームやリノベーションを行う場合にも、耐震基準に加

え、省エネ適合基準が求められるため、予算制約から既存住宅の質的向上、空き家の有効利用が
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これまで以上に進みにくいことに加え、さらに空き家や空き地が増えることが懸念される。この点に

ついて、どのようなお考えか。 

① （※４号特例） 一定条件下で木造二階建てや平屋などの小規模住宅（４号建築物）の建築や増

築、リフォームを実施する場合の確認申請に関する特例。都市計画区域など指定区域内の４号建

築物に該当する建物には以下のような特例が適用される。①建築士が設計する場合は新築・増築

などの際に一定の審査を省略可能、②大規模改修・模様替え時は建築確認申請が不要、③木造 2

階建てや 200 ㎡以上の平屋の４号特例はなくなり、全ての地域で大規模なリフォームを実施する場

合は建築確認が必須。 

 
②住宅ローン減税や所得減税について 
 自助努力による住宅取得には、新築・既存を問わず、一定の支援が必要ではないかと考えるがどの

ようにお考えか。令和６年度税制改正では環境対応やファミリー向けについては制度が維持された

ものの、一般新築住宅を取得する場合には、2025 年から省エネ基準を満たさぬ住宅にはローン減

税は適用されない。住宅ローン減税は、世帯形成及び生活の基盤づくりのために、頭金の貯蓄と

自己資金と住宅ローンの確保を通じ、自助努力で持ち家を取得しようとする世帯に対し（多くは夫

婦、ファミリー世帯）、ローン減税を通じて一定規模の援助を与えることを念頭に置いた制度と考えら

れるが、新築についてはむしろ省エネ基準を満たすための援助となっており、自助努力に対する援

助が失われてしまった感がある。この点をどのようにお考えか。 

 既存住宅の省エネ適合住宅のローン減税については、最大 3,000 万円が借入限度であるが、一般

既存住宅については自助努力に対し最大 2,000 万円であるため、省エネ適合住宅に対する増加

額は 1,000 万円でしかない。築 10～15 年程度の既存住宅ならば達成可能と思われるが、旧耐震

既存住宅を最大 1,000 万円×0.7％×10 年=70 万円の援助で省エネ適合住宅にすることは極めて

困難ではないかと考えられる。結果として一定以上築年が経過した住宅の改修は進まず、益々空き

家が増えることになるのではないか。既存住宅の省エネ適合住宅化については、国としては別途、

子育てエコホーム支援事業があるが、予算総額は新築が 2,100 億円に対し、リフォームは 400 億円

のみである。リフォームに対する既存住宅の性能を高めるためには、むしろ、新築と同等水準の住

宅ローン減税を行うか、別途、補助金等の援助策を充実させる必要があると思われるが、この点に

ついてどのようにお考えか。 

 ローン減税制度の今後のあり方についてについてご意見を賜りたい。控除率や残高、期間の枠組み

を毎年度に改正して調整するよりも、一案としては、米国のような利子所得控除制度（税額控除では

なく所得控除）とした方が、住宅ローンを借りて住宅を取得する世帯の自助努力に報いるという観点

からは、金利負担分だけを所得控除する制度の方が適切ではないか。賃貸経営者も借入利子を控

除できるので、持ち家の場合に利子控除しても中立的である（持ち家の場合は主たる住居だけで一

般に 2 戸目の借入金利は所得控除できない。ただし、米国は 2 戸目も可能である）。安定した恒久

制度化できるので、今後の住宅取得者に対し、垂直的な不公平感を与えることもなくなる。これに

よって経済対策や消費増税対策、気候変動対策などに関係なく、自助努力による住宅取得を支援

することができ、住宅政策以外の対策によって住宅市場が影響を受けることがなくなる。所得控除

にすると、毎年の確定申告が必要になることが、従来は利子所得控除制度導入のボトルネックとさ

れてきたが、確定申告制度がオンライン化され、相談窓口のサービス充実も徐々に図られているこ
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とから、現状では大きな問題とは言えなくなったのではないか。貸付銀行からも毎年の利子を含め

た返済表が証憑書類としてもらえる。これは一例であるが、その他、ローン減税制度等、今後の住

宅取得支援制度のあり方についてご意見いただきたい。英米独仏の制度については、添付 PPT 資

料をご参照いただきたい。いずれも、試算では、日本の住宅取得支援制度よりも現状においては手

厚いものとなっている。 

 ファミリー世帯向けの既存住宅に対するローン減税制度等は拡充されるべきではないか、ご意見いた

だきたい。 
② 既存住宅取引を活性化し、流通を通じて、既存住宅市場の整備や質的向上を図るために、既

存住宅取得にかかるローン減税制度の拡充が必要ではないか。特にファミリー世帯向け（子育て

世帯向け）支援は、新築住宅のみならず、既存住宅についても考慮されるべきではないか。予算

制約のために新築住宅が取得できない若いファミリー世帯は、既存住宅購入をまず検討すること

が十分想定される。賃貸住宅を確保しようにも、賃貸市場ではファミリー世帯向け物件がアフォー

ダブルな家賃で流通しているとは言いがたい。ご意見いただきたい。 

 

 
 既存住宅のリフォームに係る特例措置の拡充・延長（所得税）についてご意見いただきたい。子育

て世帯等がリフォームを行う場合には次のような所得税控除が認められているが、これを維持・拡

充・継続し、少子高齢化対策、既存住宅の質的向上の促進に役立てることが重要ではないか。 
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③既存住宅政策のあり方について 
 既存住宅ストック（戸建）の耐震改修促進策についてご意見いただきたい。既存住宅ストック（戸建）

の耐震改修に関する補助制度は、全体としては整備されているようだが、実際に既存住宅流通時

等に活用するためにはハードルが高い。築年によっては 300 万円以上の費用がかかり、場合によっ

ては改修に適さない住宅もある。改修可能な住宅については、地方自治体や都道府県（の加算）に

よって異なるが、平均して補助金は 100 万円程度である。住宅金融支援機構の FLAT35 リノベは耐

震等級 2 への改修を前提に使え、金利の減免を一定期間受けることができる。耐震改修した場合

には、住宅耐震改修特別控除を受けることができ、ローン減税と併用できる。しかし、既存住宅流通

時において、耐震改修のための支援を受けるためには、これらの制度を使ってうまく費用を充当で

きるのか、取引のタイミングから利用可能なのか、耐震改修のための費用を見極めるために要する

時間（インスペクションや工務店見積りのための期間を含む）などから、現状では、利用のための

ハードルが高い。窓口の一本化が必要と思われる。既存住宅の耐震改修促進に向けた制度のあり

方についてご意見いただきたい。 

 既存住宅ストック（マンション）の耐震改修の実施をどう進めるべきかご意見いただきたい。既存マ

ンションの建替えは非常にハードルが高く（2023 年 3 月時点で 282 件、約 2.3 万戸、国交省）、耐

震改修を選択する管理組合も多いが、実際問題として、耐震改修に向けた耐震診断ですら実施で

きないマンションが多い。令和 5 年の住宅・土地統計調査の結果は現状では概要しか公表されてい

ないが、平成 30 年度の調査結果では、マンションに該当する構造の住宅で耐震診断を実施したの

は 16％に過ぎず、その 93％が診断の結果、耐震性能ありとなっている（つまり、結果が懸念される

場合、耐震診断は忌避される傾向があるのではないか）。しかも、老朽化したマンションの場合は管

理組合の高齢化のみならず、区分所有者の高齢化も同時進行していることが多く、耐震診断のた

めの費用ですら負担できない場合が多い。1 棟 60 戸程度のマンションの耐震診断費用は 500～

600 万円に達する（補助金は 200 万円程度）。こうした既存マンションの耐震診断を進め、さらに補

助金や融資等で促進させるためには、どのような方策が望ましいのか、ご意見をいただきたい（個々

の世帯というよりも管理組合に対する方策なので税制では対応が難しい）。 

 その他の既存住宅ストックの省エネ改修促進策について、先の質問以外に論点のご指摘やご意見

があればお願いしたい。たとえば、既存住宅の取引時に、英国や EU で普及している低コストの住

宅エネルギー性能証書（Environment Performance Certificate）類似のものを導入して、従来の省エ

ネ性能をわかりやすくランク付けし、ランクアップするのに必要な改修費の概算費用等を参考として

明示する方式はとれないか。新築については、2024 年 4 月以降、事業者は新築建築物の販売・賃

貸の広告等において、省エネ性能の表示ラベルを表示することが必要となっているが、既存住宅取

引時にはこのような情報は提供されていない。 

 既存住宅市場整備策について、税制以外も含めてお考えのことをお聞かせ頂きたい。 

 
④空き地・空き家対策について 
 空き地・空き家対策の効用、社会厚生からの意義について、どのようにお考えか。社会的効用や厚

生面、地域活性化等の観点から、空き地・空き家対策における規制や適切なインセンティブの付与

は妥当性や合理性があるのではないか。 
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 空き家税について、どのようにお考えか。特定空家以外の税制として、京都市による放置住宅に対

する空き家税、別荘地における住民税的な課税などがあるが、この効果、課題等についてご

意見をいただきたい。 

 低未利用地を譲渡する場合における 100 万円特別控除（令和 7 年 12月末期限）の維持・拡充
についてのご意⾒をいただきたい。 

③ （※100 万円特別控除） 個人が、令和 2 年 7 月 1 日から令和 7 年 12 月 31 日までの間

において、都市計画区域内にある一定の低未利用土地等を 500 万円以下で売った場合には、

その年の低未利用土地等の譲渡に係る譲渡所得の金額から最大 100 万円を控除することがで

きる。次の場合は、800 万円以下で売った場合。①市街化区域、②区域区分に関する都市計画

が定められていない都市計画区域のうち用途地域が定められている区域、③所有者不明土地の

利用の円滑化等に関する特別措置法に規定する所有者不明土地対策計画を作成した市町村

の区域（イおよびロに掲げる区域を除く）。 

④  

⑤ 国土交通省調査（令和５年４月～６月実施）によると、令和４年１月から令和４年 12 月までに、自治

体が低未利用土地等の譲渡に対して確認書を交付した件数（※）は 4,842 件。全ての都道府県に

おいて交付実績があり。また、譲渡前の状態については、空き地が 55％であり、譲渡後の利用につ

いては、住宅が 62％。確認書は、申請のあった土地等について、都市計画区域内の低未利用土地

等であることや、譲渡後の利用等について確認して自治体が発行するものであり、確認書の交付後、

他の要件を満たさず、適用にならないこともあり得るため、税制特例措置の適用件数とは一致しない

可能性がある。 

 空き家の発生を抑制するための特例措置（3,000 万円特別控除）については、居住している住宅

を売却した場合と同様に、引き続き継続し、相続した空き家を有効に利用するインセンティブを付与

することが適切と思われるが、ご意見をいただきたい。 

（※3,000 万円特別控除） 被相続人の居住の用に供していた家屋及びその敷地等を相続した相

続人が、相続開始の日から３年を経過する日の属する年の 12 月 31 日までに、一定の要件を満たして

当該家屋又は土地を譲渡した場合には、当該家屋又は土地の譲渡所得から 3,000 万円を特別控除

できる。この特例措置は、平成 31 年度（令和元年度）税制改正要望の結果、特例の対象となる相続し

た家屋について、被相続人が相続の開始の直前において当該家屋に居住していたことが必要だった

が、老人ホーム等に入居していた場合も対象に加わった。さらに、令和５年度税制改正要望の結果、

2023 年（令和５年）12 月 31 日までとされていた本特例措置の適用期間が 2027 年（令和９年）12 月 31

日までに延長され、特例の対象となる譲渡についても、当該家屋（耐震性のない場合は耐震改修工
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事をしたものに限り、その敷地を含む）又は取壊し後の土地を譲渡した場合が対象だったが、譲渡後、

譲渡の日の属する年の翌年２月 15 日までに当該建物の耐震改修工事又は取壊しを行った場合で

あっても、適用対象に加わることとなった。この拡充については令和６年１月１日以降の譲渡が対象で

ある。 

本特例の利用実績（全国）は、平成 28 年度において 4,472 件だったものが、令和 4 年度には 12,956

件に増加している（市区町村による「被相続人居住用家屋等確認書」の発行件数）。 

 空き家・空き地問題に向けた「非宅地化」を含めた買主側の利活用支援に資する税制として、投資減

税や固定資産税の減免などを含め、どのようなものが考えられるのか。需要や地域性に鑑みて、ど

のような制度が望ましいか。もともと需要が乏しい立地において空き家や空き地が発生し、固定資産

税等の滞納が発生し、最終的に地方自治体が差し押さえて競売しても、市場価格では処分できな

い可能性を考えると、初期の段階においても利活用できるようなインセンティブを与えて、買主に需

要創世策を講じさせることが重要と考えられる。当然ながら立地によっては、地域やコミュニティの再

興にもつながる可能性もある。この場合、考えられる方策としては、投資減税や固定資産税の減免

などが想定されるが、初期費用と運営管理の面からすれば、双方の支援があった方がインセンティ

ブとしてはより効果的になるものと考えられる。たとえば、小規模住宅用地の 6 分の 1 特例相当の特

例を、非住宅利用による需要創世策に対しても一定期間は認めつつ、妥当かつ見通しのある計画

については、将来の固定資産税収入増を見込んで、初期投資資金を確保させるための補助金や

減税策を講じる方法、米国の Tax Increment Financing, TIF などの日本版の導入や類似のインセン

ティブを供与することは考えられないか。 

 

⑤その他の住宅・土地税制のあり方について 
 新築住宅にかかる固定資産税を３年間（マンションの場合は５年間）、２分の１に減額する特例

（適用期限、令和８年３月 31 日）についてご意見をいただきたい。この特例は長期にわたり延長を

繰り返してきたが、現状では市場にビルトインされた制度と言える。目的は良質な住宅の建設を促

進し、居住水準の向上及び良質な住宅ストックの形成を図るためであるが、空き家率が拡大した現

状では不要という議論もある。しかし、耐震性能を有しない住宅はいまだに約１３％あり（国交省）、

気候変動対策として住宅の省エネ基準適合が重要課題となった現状では引き続き、継続すること

が適切であり、気候変動対策の促進策の一環としてむしろ拡充することも考えられるが、ご意見をい

ただきたい。 

 その他、現行の土地・住宅税制について、ご意見やご指摘事項があれば、賜りたい。   

以上 
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3―ヒアリング結果 
 ６名の学識経験者からのヒアリング結果の概要は以下の通り。 ヒアリング記録は末尾の参考資料を参照。 

 

1｜明治大学 岩﨑教授 ヒアリングより 
 

意見・助言等 

 
【短期的課題】 
 
 優良リフォームやリノベーション︓ 地方自治体にとっては望ましいので、固定資産税評価基準に係る

告示を改正し、家屋の評価額を一定だけ減額してはどうか。 

 既存省エネ適合住宅に対するローン減税︓ 一般住宅の借入限度3,000万円は妥当な範囲と思うが、

これに加えて上記と同様に固定資産評価を減額してはどうか。 

 住宅価格上昇への対応︓ 円安は外国人による不動産投機を招いた。建設・労務費は上昇し住宅価

格は高騰。日銀は金利上昇と円安是正を図るべきである。 

 住宅ローン減税の今後︓ 住宅取得支援策はローン減税でも所得控除でも構わない。どちらも高額

所得者に有利な点は課題だが、住宅ローン減税は大半の人が適切な住宅を取得するまでの時限的

な政策減税と了解している。 

 低未利用地を譲渡する場合の100万円特別控除・3000万円特別控除︓ 利用されていないなら、

原因を究明し、利用できる制度にすべきではないか。 

  

 
【中長期的課題】 
 
 金利上昇局面における今後の住宅政策のあり方:  終身雇用制度はほぼ無くなり賃金の安定した上

昇は望めないというパラダイムシフトがあり、長期の融資は受けづらい。今後は長期の融資に頼ら

ず、何らかの対策が必要である。融資に伴う住宅ローン減税だけでは解決できない。 

 空き家・空地の問題に対する方策について:  3000 万円特別控除などの存在を高齢者は知らないの

で、これまで以上に周知の徹底が必要ではないか。外部不経済を引き起こす空き家・空地には、固

定資産税の課税標準金額を割り増す対策が必要と考えている。空き家・空地の活用策の検討が必要

である。 

 新築住宅に対する固定資産税2分の1特例に対する評価:  住宅の更新を進めるためには必要と考

えている。ただし、新築だけではなく、大規模リフォーム等による更新も同様に扱うべきではないか。 
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2｜獨協大学 倉橋教授 ヒアリングより 
 

意見・助言等 

 
【最近の研究課題からの意見】 
 
 住宅エネルギー性能証書(EPC)の不在と課題︓ 英国では EPC が普及し、既存住宅の取引や賃貸

時に売主が取引時に買主に提示する義務がある。EPC には省エネ改修の参考費用も情報として提

供されるので、どうしたら省エネ効果が高い住宅にできるのかが分かる。現状、英国では省エネ等級

が低い物件は賃貸できない。一方、日本には EPC がなく、既存住宅の省エネ性能は、取引時には

不透明であり、気候変動策が進まない。2030 年までに新築をすべて ZEH 化する目標ですら、実際

に果たせるのかは疑問である。既存住宅については、そもそもストック全般の質の改善が必要という

それ以前の課題がある。 

 立地適正化計画と空き家対策のリンク︓ 中心市街地の空き家対策として、数は少ないが、立地適正

化計画とリンクして空き家を活用する事例が出てきたので、今後に期待している。 

  

 
【土地・住宅税制について】 
 
 既存長期優良住宅の取引促進︓ 建設費が高騰したため、新築支援のためにローン減税の控除率

や限度を上げると、供給よりも需要を生み、さらに価格上昇を招く恐れがある。むしろ、既存長期優良

住宅のローン減税控除率を 0.7％ではなく 0.8％に上げるなどのメッセージを発して、既存住宅中心

の社会へのシフトについて政策シグナルを出すことが望ましい。長期優良住宅を既存住宅として流

通させる場合に、その流通を促進する効果もあるわけで、新築需要にもつながるのではないか。 

 空き家について︓ 空家等特措法改正を踏まえて、大事なのは空家等活用促進地域が新たに設定さ

れることである。空家対策は、需要がある都市部で行うことが効果的と言える。促進地域内で、空き家

だった物件を買い取り、リフォームして住む場合には 3 年間だけ固定資産税を減免してはどうか。空

家等の「活用促進」が課題であるため、リフォームではなく空き家を「建て替える」場合は、通常の建て

替えと区別しにくく、税制による支援は難しい。空き室等がある非住宅への適用も可能だろう。放置さ

れた空き家に対し固定資産税を割増して課税するのは英国でもやっており、日本でも進めるべきで

ある。 
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3｜一橋大学 佐藤教授 ヒアリングより 
 

意見・助言等 

 中古住宅の質を担保する方法︓ 性能証明等取得促進のため、補助実施や費用の控除などの政策

対応が必要である。住宅の点検や維持管理も重要である。ただし、住宅を売りっ放しとする売買だけ

の世界ではまずく、持ち主だけに責任を負わせるのも限界があるため、何らかの対策が必要だろう。

瑕疵保険の範囲を広げて付加サービスをつけてはどうか。住宅は投資財なので、維持管理への投

資は本来経費とされるべきで、所得税控除や固定資産税からの減額などの対応が考えられる。 

  

 省エネ・低 CO2 住宅に対するローン減税︓ 省エネ規準を満たす住宅へのローン減税措置の上乗

せは良い。ただし、現状では政策効果が把握できないため、今後は政策評価のためのモニタリング

が必要である。 

  

 ローン減税のあり方︓ 住宅ローン減税は政策減税だが、景気対策や量ではなく、省エネや耐震、

長期優良住宅等、既存住宅を含めた質への転換が必要である。中間層を対象にしたり、所得制限を

設けたりするなど、再分配を考慮することもできる。最も重要なのは、立地適正化計画に対応した支

援や、災害の観点からレッドゾーンの住宅等には適用しないという、立地面を考慮した支援によって

メリハリを付けることである。ファミリー世帯向けローン減税については既存住宅も対象とし、消費者の

選択肢を歪めないようにすべき。 

  

 新築の 2 分の 1 減税︓ 既存住宅も実質的な改修を行えば対象とするのが制度としては中立的で

ある。 

 

 空き家の有効活用促進︓ 災害対策や治安問題もあるが、重要なのは有効活用である。東京にも

低・未利用の土地や住宅がある。固定資産税を活用し、住民票がなければ 6 分の 1 を 4 分の 1 にす

るとか、逆に譲渡益課税を緩和し、活用を促進させる必要がある。地方では立地適正化に、「撤退」を

含めて考える必要がある。京都の空家税は正しい方向にあるが実効性が課題である。実効性の確保

のためには、地方自治体が対応し易いように、国が制度的なデフォルトを設ける必要がある。空き家

を市場に出すにはムチのみならずアメも必要と考えている。100 万円控除や 3000 万円控除など、譲

渡益課税や相続税の減税は、有効活用の観点から必要だろうが、制度的な周知徹底が必要である。  
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4｜横浜市立大学 鈴木准教授 ヒアリングより 
 

意見・助言等 

 
【実証研究の成果から】 
 
 長期優良住宅の認証等が成約価格に与える影響︓ 長期優良住宅などの品質保証認証があれば、

ローン減税の控除額は 100 万円ほど上がる。実証分析の結果として、流通時には住宅価格の 5%、

200 万円ほど長期優良住宅の取引価格は上昇することが明らかとなった。ローン減税による税額控

除分＋市場で 100 万円のプレミアムがついたことになる。 

 建物設備の進化に伴う既存住宅の経済的陳腐化︓ 戸建ての建物設備の陳腐化により、住宅価格は

次第に下がるのはやむを得ない。リフォームなどを行うことによって下がり具合は調整されるものの、

技術革新を含めて、その時々で市場で要求される設備水準から、経済的には長期に建物は陳腐化

するため、永遠に使い続けることはできず、最後は建て替えが必要となることを、制度面からすると、

念頭に置く必要がある。 

  

 
【既存住宅の活性化や質の改善を目指した住宅税制】 
 
 住宅ローン減税︓ ローン減税は品質認証制度やラベリングを前提とするなら市場プレミアムが付く

ほど政策効果があるので、住宅ローン減税は質の確保という観点から維持することが妥当。ただし、

一律ではなく、災害リスクがあるレッドゾーン等は避けて、インフラが整備され人が住む地域の住宅に

対して優遇すべきである。最終的に建物は価値がなくなり建て替える必要があるが、土地の価値は

存続する。住宅は経済的に陳腐化することを念頭に、よい土地のリサイクル、古い住宅については建

て替えを促す必要がある。 

 空き家の活用︓ 空き家に外部不経済がある場合、有効に使われていない場合は問題である。一

方、外部不経済等がない過疎地の空き家を税制優遇する必要性は乏しい。市街地で放置された空

き家については、固定資産税負担を増やし、市場への放出を促す必要がある。 

 100 万円、3000 万円特別控除︓ 新たに土地を取得した人が適切な使い方や管理をすることを

制度として評価した上での援助ならば意義がある。3000 万円特別控除は、相続時よりも、高齢者施

設に入居し空き家になったら売却を促す制度にしてはどうか。非宅地化を含めて買主側の利活用支

援策は、複数の土地をまとめて購入する場合にあるとよいのではないか。 

 新築の固定資産税の 2分の 1減税︓ 建て替えを促す効果があればよいが、新築の乱開発を進め

るのでは困る。既存住宅を改修した際にも 2 分の 1 等、類似の優遇措置を設けるべきではないか。  
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5｜日本大学 中川教授 ヒアリングより 
 

意見・助言等 

 大都市部における住宅取得難︓ 大都市部の住宅アフォーダビリティ問題は今後深刻化するだろう。

パワーカップルの住宅取得という欧米型の働き方の変化、ライフスタイルの変化も価格上昇の一因と

みている。今後、地方ブロック中心都市では東京を上回るペースで純転入が進むのではないか。 

  

 新築と既存住宅、空き家対策︓ 劣悪な質の既存住宅ストックがある状況で、空き家が増えたから新

築は不要という議論は乱暴であることは確かである。新築の議論よりも、むしろ、空き家対策を講じる

必要がある。京都の空き家税導入は、放置された空き家の利用を促す施策として、望ましい方向を示

している。 

  

 住宅ローン減税︓ 持ち家は借家よりも管理された状態にあるため、周囲への外部性があり、持ち家

促進策の根拠を成すことは持ち家政策の根幹にある。しかし、持ち家の外部性に応じてローン減税

が設計されたわけではない。住宅アフォーダビリティの確保というロジックの方がより適切である。そ

れが、ローン減税制度が設けられた趣旨だろう。ただし、すべての所得階層や地域に一律に適用す

ることは見直した方がよい。大都市部や所得の低い階層、ファミリー層への衣替えはあり得る。一方、

省エネ性能の高い新築には支援策があるのに既存住宅にはなく、単に持ち家支援だけでは、ローン

減税の目的が分かりにくいので整理が必要である。ある程度の支援を、新築と既存を問わずに続け

るべきである。 

  

 既存住宅の省エネ適合︓ 既存住宅の省エネ適合には、新築と同等以上のローン減税か、補助等の

援助策が必要である。新築だけの気候温暖化対策は十分とは言えない。  

 空き家対策︓ 今後は大都市部の住宅アフォービリティ対策を前提とし、空き家の非宅地化を含め

て、使われていない空き家を市場に戻す施策が大変重要となる。このためには、空き家税、ペナル

ティー的な課税が必要と考える。相続時の 3,000 万円控除や 100 万円の控除はよい制度なので続

けるべきではないか。 

  

 新築固定資産税2分の 1減額︓ 新築促進時代の税制である。むしろ、税財源を既存住宅の質の

向上（リフォーム支援）に割いた方がよいのではないか。 
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6｜東京財団政策研究所 吉原主任研究員 ヒアリングより 
 

意見・助言等 

 空き家・空き地問題の拡大と制度対応︓ 当事者が管理できない空き家・空き地に、第三者がどのよ

うに関与できるのかという法的根拠や制度がつくられ、政策の射程・手段が増えつつある。2021 年に

は物権法の見直しがあり、不動産登記法における相続登記の義務化、土地や建物に管理人を立て

られる所有者不明土地・建物管理制度、管理不全土地・建物管理制度、相続した土地を国に引き

取ってもらえる相続土地国庫帰属制度ができた。 

  

 所有者不明土地と予防策︓ 所有者不明になった土地を使おうとしても、関係者との交渉や手続き

に時間と費用を要し、大きな負担となるので、そうなる前に予防策を講じる必要がある。相続登記の

義務化はその一環だが、さらに公告を一定期間行ない返事がなければ見なし同意にするなどもう一

段の改善が必要である。 

  

 被災地の問題︓ 能登半島地震の復興の遅れは尋常ではなかった。高齢者が 50％を越え、公費解

体に頼らなければ復興できなかったが、解体に携わる方々は民法や相続登記には馴染みが薄く、書

類準備が進まず、審査も滞り、大きな課題を残した。財産権に関わることは市町村ではなく、国の責

任においてこうすべきであるという確認を行い、周知する必要がある。 

  

 相続土地帰属制度と 100万円控除等︓ 申請件数は 2,300 件超あり関心は高い制度と言える。境

界争いがないかと、隣接する土地所有者に通知が来たことから、それなら無償で引き取る事例が意

外に多い。逆に言えば、周辺の土地所有者は、隣地に何が起こっているかを認識していない。この

観点からしても、100 万円控除制度を維持していくことは重要である。立地適正化計画に沿い、計画

の実施を促進させるために、さらに適正な管理を前提とした優遇税制を考えるべきではないか。 

  

 無償で引き取る隣地所有者等への支援︓ 無償で引き取れるのだから支援は必要ないという考え方

もあろうが、一定の費用はかかるし、新たな所有による負担は生じる。人口が減る中で人々がより広

いスペースで快適に暮らせる方向、1 人当たりで活用できる面積を増やす方向、活用できる方向で

施策を講じることが求められるのではないか。  
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第 4章 ヒアリング調査に基づく提言の
方向性 
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以下では、ヒアリングに基づいて、有識者の意見や助言等に基づいて、提言の方向性を検討し、

まとめた。 

 

1― 提言の背景となる土地・住宅税制を巡る現状と課題 
 

土地・住宅税制改正等に向けた提言の背景となる土地・住宅税制を巡る現状と課題として、有識者ヒアリ

ングにより得られた意見や助言をまとめると次の通りである。 

 

(1) 土地・住宅税制関連 
 
 住宅価格上昇への対応︓ 建設・労務費は上昇し住宅価格は高騰している。円安は不動産を含む

対内投資を高め、需要増により価格を押し上げている。今後、日銀は政策金利を適切に上げて、

円安是正を図るべきではないか。 

 大都市部における住宅取得難︓ 大都市部の住宅アフォーダビリティ問題は今後深刻化する。地

方ブロック中心都市では東京を上回るペースで周辺からの純転入が進み、東京一極集中という問

題ではなく、全国の大都市部における住宅アフォーダビリティ問題が顕在化している。 

 金利上昇局面における今後の住宅政策のあり方:  終身雇用制度はほぼ無くなったと言える。今後

は、誰にとっても賃金の安定した上昇は望めなくなるし、金利の上昇による負担増から特に長期の

住宅融資は受けづらくなる。住宅融資に基づく住宅ローン減税だけでは、こうした課題は解決でき

ないので住宅政策として何ができるのか、新たな対策を検討する必要がある。 

 既存住宅ストック︓ 既存住宅についてはストック全般の質の改善が必要という気候変動対策以前

の課題があり、一層の対策を講じる必要がある。 

 既存住宅の質の担保︓ 既存住宅の性能証明等取得促進のため、補助や費用の控除などの政

策対応が必要。住宅の点検や維持管理も重要。持ち主に責任を負わせるのは限界。瑕疵保険の

範囲を広げて付加サービスをつけてはどうか。 

 住宅エネルギー性能証書(EPC)の不在と課題︓ 日本には EPC がなく、既存住宅の省エネ性能

は取引時に不透明で気候変動策が打てない状況にある。 

 住宅は投資財︓ 住宅の維持管理の促進は重要課題である。住宅への投資は本来経費とされる

べきで、所得税控除や固定資産税の軽減などの促進策を検討してはどうか。 

 

(2) 空き家・空き地関連 
 

 空き家・空き地問題の拡大と制度対応︓ まだ課題は多いが、当事者が管理できない空き家・空き

地に第三者がどのように関与できるのかという法的根拠や制度ができ、不動産登記法における相

続登記の義務化、土地や建物に管理人を立てられる所有者不明土地・建物管理制度、管理不全

土地・建物管理制度、相続した土地を国に引き取ってもらえる相続土地国庫帰属制度ができた。 
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 所有者不明土地を含む空き地・空き家予防策︓ 所有者不明土地の利用には大きな負担がかか

るので、予防策を講じる必要がある。相続登記の義務化に続き、公告を一定期間行ない、見なし同

意を可能にするなどもう一段の改善が必要である。今後は並行して、土地・住宅税制等の施策も効

果的に活用されるべきである。 

 被災地対応の反省︓ 能登半島地震の復興の遅れは尋常ではなく課題を残した。高齢者が 50％

を越え、公費解体に頼らなければならなかったが、当事者は民法や相続登記には馴染みが薄く書

類準備や審査も滞った経緯がある。財産権に関わることは、国の責任でこうすべきというガイドを行

い徹底すべきである。 

 立地適正化計画と空き地・空き家対策、税制のリンク︓  

 中心市街地の空き家対策として、立地適正化計画とリンクして空き地・空き家を活用する事例が

出つつある。 

 立地適正化計画に沿い適正な管理を前提とした上で、土地・住宅税制や優遇税制を通じて、空

き地・空き家の有効利用を推進すべきである。 

 人口が減る中で有効利用を推進する根拠は、従来とは異なり、人々が広いスペースでより快適に

暮らせる居住やまちづくりを推進することである。今後は、1 人当たりで活用できる面積を増やす

方向で施策を講じることが求められる。 

 

2― 住宅ローン減税等、土地住宅税制のあり方 
 

土地・住宅税制の改正等にあっては、次のような方向性が有識者によって示された。 

 

(1) 住宅ローン減税 
 ローン減税の評価、今後︓ 

 外部性は持ち家促進策の根拠を成すが、ローン減税の趣旨は住宅アフォーダビリティの確保に

ある。現状は住宅取得が難しく、ローン減税を必要とする市場環境にある。 

 ローン減税は認証制度やラベリングを前提とするなら市場プレミアムが付くほど政策効果が実証

されているので新築と既存を問わずに減税を続けるべきである。 

 住宅ローン減税は、従来の景気対策や量の確保ではなく、省エネや耐震、長期優良住宅等、既

存住宅を含めた質への転換が必要である。一律とするのではなく、今後は、住宅取得難が続く都

市部を中心とすることや、住宅立地の災害への脆弱性を含めて検討を要する。 

 一般住宅の借入限度 3,000 万円は妥当な範囲と考えられるが、すべての地域への一律適用は

見直し、大都市部の限度や控除率を高め、ファミリー層を重点的に支援する方向性が望ましい。

ファミリー層向けは既存住宅も対象とし、購入者の選択肢を歪めないようにすべきである。 

 適正化計画に対応した支援や、災害の観点からレッドゾーンの住宅等には適用しない等、立地

面でのメリハリを考慮することも重要課題である。 
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 既存長期優良住宅等の取引促進︓ 既存長期優良住宅等のローン減税控除率を 0.7％ではなく

0.8％に上げるなどのメッセージを発し、既存住宅中心の社会へのシフトについて政策シグナルを

出すことが望ましい。 

 省エネ・低 CO2住宅に対するローン減税︓ 

 省エネ規準を満たす住宅へのローン減税措置の上乗せは良いが、政策評価のためのモニタリン

グが必要である。 

 既存住宅の省エネ適合には、新築と同等以上のローン減税か、補助等の援助策が必要。新築だ

けの気候温暖化対策は十分とは言えない。 

 

(2) 固定資産税 
 
 優良なリフォームやリノベーション、既存省エネ適合住宅への対応︓ 優良なリフォームやリノベーショ

ンを行い省エネ適合となった住宅ストックは、地方自治体にとっても望ましい。固定資産税評価基

準に係る告示を改正し、家屋の評価額を一定だけ減額してはどうか。 

 新築住宅に対する固定資産税 2分の 1特例、既存住宅への拡張︓  

 単に新築を促すのではなく、住宅の更新、建て替えを進めるためには継続する必要がある。 

 劣悪な質の既存住宅ストックがある状況で、空き家が増えたから新築は不要、だから 2 分の 1 減

税は不要という議論ではなく、直接的に空き家対策を講じることが重要である。 

 新築だけではなく、既存住宅も同様に扱い、大規模リフォームや実質的な改修を行えば 2 分の 1

減税を適用するなど、類似の優遇粗措置を設けるべきである。 
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